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第１章 計画

 

１ 計画策定の目的

 

 この計画は、新宿のまちに住

女が、性別にかかわりなく、その

ゆる分野に参画することのできる

 新宿区がめざすものは、“男女

を実現すること”（「新宿区男女共同参画推進条例

 その総合ビジョンとして、「

ンとして、以下の５つのビジョンをまとめました

 

 

 

 

 

 

 

 

【総合ビジョン】 

「男女が個人として尊重されるまち

【具体的な５つのビジョン

 ①ワーク・ライフ・バランスが

 ②個性と能力を十分に発揮

 ③あらゆる暴力のない、

 ④誰もが公平に参画できるまち

 ⑤協働により創意工夫するまち

1

計画の基本的な考え方

目的 

住む人々はもとより、新宿で働き、学び、活動

その個性と能力を十分に発揮し、責任も分かち

することのできる社会を実現していくことを目的として策定

男女が、すべて人として平等であり、個人として

新宿区男女共同参画推進条例」前文より）です。 

、「男女が個人として尊重されるまち新宿」を掲

つのビジョンをまとめました。 

  

されるまち新宿」  

ビジョン】   

ワーク・ライフ・バランスが実現するまち 

発揮できるまち 

、尊厳を持って暮らせるまち 

できるまち 

するまち 

方 

活動するすべての男

かち合い、共にあら

策定します。 

として尊重される社会

掲げ、具体的ビジョ
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■新宿区男女共同参画推進条例 

２ 計画の性格・位置づけ 

 
 この計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第 3 項に定める「市町村男女共同参画計画」

に位置づけられると同時に、新宿区男女共同参画推進条例第 9 条第 1 項に規定する基本計画

であり、「新宿区総合計画」のまちづくりの基本目標Ⅱ「だれもが人として尊重され、自分ら

しく成長していけるまち」の実現をめざした分野別計画です。 

 今回の計画は、「新宿区男女共同参画推進計画」（平成 20 年度～平成 23 年度）に引き続く

計画として策定しています。 

 なお、「新宿区第二次男女共同参画推進計画」の目標３は「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律」（以下、「配偶者暴力防止法」という。）第 2条の 3第 3項の規定に

基づく区の「市町村基本計画」とします。 

 

 

 

 
 

  

【新宿区基本構想】（平成 19 年 12 月） 

『新宿力』で創造する、 

やすらぎとにぎわいのまち 

【新宿区総合計画】（平成 19 年 12 月） 

 

（平成 20 年度～平成 29 年度） 

【新宿区第二次実行計画】 

 

（平成 24 年度～平成 27 年度） 

新宿区第二次男女共同参画推進計画新宿区第二次男女共同参画推進計画新宿区第二次男女共同参画推進計画新宿区第二次男女共同参画推進計画    

（（（（平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成 29292929 年度年度年度年度））））    

新宿区配偶者等暴力防止及新宿区配偶者等暴力防止及新宿区配偶者等暴力防止及新宿区配偶者等暴力防止及びびびび    

被害者支援基本計画被害者支援基本計画被害者支援基本計画被害者支援基本計画    

（（（（平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成 29292929 年度年度年度年度））））    

新 宿 区 

男女共同参画社会基本法 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 



 

 

 

３ 計画の期間 

 
 この計画は、平成 24（2012

し、計画の円滑な推進のために

等を考慮し、４年を目途に見直
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2012）年度から平成 29（2017）年度を計画期間としています

のために、「新宿区第二次実行計画」期間の終了や社会経済状況

見直しを行います。 

としています。ただ

社会経済状況の変化
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４ 条例における基本理念 

 
この計画は、「新宿区男女共同参画推進条例」に規定する男女共同参画の推進に関する５つ

の基本理念を踏まえて策定しています。 

 
（（（（１１１１））））男女男女男女男女のののの人権人権人権人権のののの尊重尊重尊重尊重 

男女を個人として尊重し、性別による差別的な取り扱いを受けることなく、その個性と能

力を十分に発揮する機会を確保します。 

 

 

（（（（２２２２））））社会社会社会社会におけるにおけるにおけるにおける制度制度制度制度やややや慣行慣行慣行慣行についてのについてのについてのについての配慮配慮配慮配慮 

性別による固定的な役割分担意識に基づく社会の制度や慣行により、男女の生き方が制約

されることのないように配慮します。 

 

 

（（（（３３３３））））社会社会社会社会のあらゆるのあらゆるのあらゆるのあらゆる分野分野分野分野でのでのでのでの活動活動活動活動のののの方針方針方針方針のののの立案立案立案立案やややや決定過程決定過程決定過程決定過程へのへのへのへの共同参画共同参画共同参画共同参画 

社会のあらゆる分野で、活動の方針の立案や決定の過程に、男女が社会の対等な構成員と

して共に参画する機会を確保します。 

 

 

（（（（４４４４））））家庭生活家庭生活家庭生活家庭生活におけるにおけるにおけるにおける活動活動活動活動とととと他他他他のののの活動活動活動活動とのとのとのとの両立両立両立両立 

相互協力と社会の支援のもとに、子どもの養育や家庭の介護などにおいて、男女が共に家

族の一員としての役割を果たし、そのほかの活動との両立ができるようにします。 

 

 

（（（（５５５５））））国際国際国際国際理解理解理解理解とととと協力協力協力協力 

地域での国際化の進展に配慮し、国際理解のもとに男女共同参画を推進します。 
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第２章 新宿区の現状と課題 

 

１ 新宿区の現状 

 

（１）総人口、年齢３区分別人口の推移 

 新宿区の総人口は、平成 23 年４月１日現在で 319,193 人となっており、年々増加していま

す。 

 年齢３区分別にみると、15～64 歳の生産年齢人口と 65 歳以上の老年人口においては、一

貫して人口が増加しています。０～14 歳の年少人口は、平成 16 年以降は微増傾向にありま

す。 

 

■総人口及び年齢３区分別人口、割合の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳及び外国人登録人口（各年４月１日現在） 

25,937 25,907 26,008 26,036 26,024 26,310 26,430 26,362 26,808

218,373 221,455 222,871 225,210 226,245 228,546 230,865 231,957 232,722

52,134
52,855 53,600 54,750 56,023

57,198 58,657 59,423 59,663

319,193

296,444
300,217 302,479

305,996 308,292
312,054 315,952

317,742

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

人

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

8.7 8.6 8.6 8.5 8.4 8.4 8.4 8.3 8.4

73.7 73.8 73.7 73.6 73.4 73.2 73.1 73.0 72.9

17.6 17.6 17.7 17.9 18.2 18.3 18.6 18.7 18.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

％

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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（２）世帯数の推移 

 新宿区の世帯数は、平成 15 年から一貫して増加し、平成 23 年には 199,768 世帯となって

います。一方、１世帯あたりの世帯人員は減少が続いています。 

 家族類型別にみると、新宿区は単独世帯の割合が高く、平成 17 年の国勢調査では、一般世

帯の約 60％を占めています。また、ひとり親世帯や核家族世帯が増加しており、世帯の少人

数化が進行していることがうかがえます。 

 

■世帯数及び１世帯あたり世帯人員の推移 

 

資料：住民基本台帳及び外国人登録人口（各年４月１日現在） 

■家族類型別世帯数の推移 

 

※一般世帯とは、「住居と生計を共にしている人々の集まりで持ち家や借家等の住宅に住む世帯」と「下宿や会社

の独身寮に住む単身者や住宅以外に住む世帯」の合計を指す。 

※ひとり親世帯とは、「男親と子供から成る世帯」と「女親と子供から成る世帯」の合計を指す。 

※三世代世帯とは、「夫婦、子供と両親から成る世帯」と「夫婦、子供と片親から成る世帯」の合計を指す。 

資料：総務省「国勢調査」（各年 10月１日現在） 

174,632

178,815
181,395

185,337
188,549

192,413
196,354

198,555 199,768

1.70
1.68

1.67
1.65

1.64
1.62

1.61
1.60 1.60

150,000

200,000

250,000

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

世帯

1.00

1.50

2.00

人

世帯数 １世帯あたり世帯人員

8,713

8,622

8,903

9,588

10,422

65,332

60,826

57,460

58,787

62,123

5,598

4,146
3,328

2,431

1,827

98,923

85,770

69,974
63,608

73,698

170,957153,473136,647134,639152,263

0

50,000

100,000

150,000

200,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

世帯

単独世帯 ひとり親世帯 核家族世帯 三世代世帯

一般世帯
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（３）出生数の推移 

 新宿区において、昭和 44 年に生まれた子どもの数は 6,617 人でした。その後減少が続き、

平成６年には 2,000 人を割りました。しかし、平成 12 年からは微増に転じ、平成 21 年には

再び 2,000 人を超えています。 

 

■出生数の推移 

 

資料：新宿区「新宿区の統計（平成 23年）」 

（４）合計特殊出生率の推移 

 新宿区の合計特殊出生率は、全国の都道府県で最も低い東京都よりも低い値で推移してい

ます。しかし、平成 15年、17年には 0.8を割ったものの、平成 18年以降増加に転じ、平成

21 年には 0.93 と過去 10 年間の中で最も高い値となっています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都、新宿区：東京都福祉保健局「人口動態統計」 

                                全国：厚生労働省「人口動態統計 年報」
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（５）女性の就労の状況 

 新宿区における女性の労働力率をみると、全国、東京都と比べて、ほぼすべての年代で低

くなっています。また、子育て世代の女性が離職することによって生じるＭ字曲線の底が全

国、東京都より浅く、台形に近くなっています。 

 また、全国の男女の賃金格差をみると、正規雇用者など一般労働者における男女の１時間

当たりの平均所定内給与の格差は、男性一般労働者の給与水準を 100 としたとき、平成 22 年

の女性一般労働者が給与水準は 70.6 となっており、格差が大きくなっています。さらに、短

時間労働者の給与水準についても、男性 50.0、女性 46.4 と低い状況になっています。 

 

■女性の労働力率 

 

資料：総務省「国勢調査」（平成 17年 10月１日現在） 

■労働者の１時間当たり平均所定内給与格差の推移（男性一般労働者＝100） 

 
資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

※男性一般労働者の１時間当たり平均所定内給与額を 100 として、各対象の１時間当たり平均所定内給与額の水

準を算定。 
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 平成 22年度に実施した「新宿区男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（以下「区

民意識・実態調査」という。）によると、望ましいと思う女性の働き方について、全体では「出

産後に一度退職して子育てに専念し、その後再就職する方がよい【再就職型】」が 35.5％、「結

婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする方がよい【職業継続型】」が 35.0％となっていま

す。 

 これは、内閣府が平成 21 年 10 月に実施した「男女共同参画社会に関する世論調査」では、

「女性が職業を持つことについての考え方」という設問に対し、最も高い回答は「子どもが

できても、ずっと職業をつづける方がよい【職業継続型】」が 45.9％、次いで「子どもがで

きたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい【再就職型】」が 31.3％となっ

ています。区では【職業継続型】と【再就職型】が均衡しているものの、内閣府の結果とは

順位が異なる結果となっています。 

 また、性別にみると、女性では【再就職型】が 38.6％と最も高く、男性の 31.2％を 7.4ポ

イント上回っています。 

 女性が就労を継続するために必要なことについては、「安心して子どもを預けられる保育園

や学童保育などの整備」が 44.3％と最も高く、次いで「産休・育休・介護休暇等が取りやす

い職場」が 33.6％、「上司や同僚の理解、支援があること」が 33.0％となっています。 

 

■女性の望ましい働き方 

 

            資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22 年 10 月実施）
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■女性の就労継続のために必要なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 

（６）女性の参画率の推移 

 審議会等における女性委員の割合は、平成 23 年度に 40％となることを目標に取り組んで

いますが、平成 14 年以降増加傾向にありますが、平成 23 年４月１日現在で 35.7％となって

おり、目標の 40％を達成していません。 

 なお、全国や東京都と比べて、高い参画率となっています。 

 

■審議会等における女性委員の比率 

 

資料：東京都、新宿区：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成 

又は女性に関する施策の推進状況」（各年４月１日現在） 

全国：内閣府男女共同参画局「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」（各年９月 30日現在） 
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（７）ワーク・ライフ・バランスの状況 

 仕事と家庭生活、個人の時間のバランスについては、全体では、「すべてが調和」した生活

を理想とする割合が 58.2％と最も高いものの、現実では「すべてが調和」できている割合は

15.6％と低くなっており、「仕事を優先」している割合が 41.9％と最も高くなっています。 

 男女別でも、「すべてが調和」した生活を理想とする割合が最も高く、男性で 51.5％、女

性で 62.9％となっていますが、現実では男性は「仕事を優先」している割合が 53.8％と過半

数を超えているものの、女性では「仕事を優先」が 34.1％、「家庭生活を優先」が 33.4％と

２極化しています。 

 

■仕事、家庭生活、個人の時間のバランス 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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（８）男女平等の意識について 

 さまざまな分野における男女の地位の平等感については、『男性優遇』、『平等』、『女性優遇』

を比較すると、「学校教育の場で」と「地域活動の場で」で『平等』の割合が最も高くなって

います。その他の選択肢では、『男性優遇』が最も高くなっています。 

 平成 19年の調査結果と比較すると、すべての項目で『平等』の割合が増加しており、少し

ずつではありますが、着実に意識が変わってきていることがうかがえます。特に「家庭生活

の場で」と「学校教育の場で」で大きく増加しています。 

 性別役割分担に対する意識については、男性、女性ともに『賛成』が『反対』を上回って

おり、性別役割分担に肯定的な考えを持っている割合が高いことがうかがえます。 

 

■さまざまな分野における男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 

 

■性別役割分担に対する意識 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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２ 男女共同参画推進計画の実績 

 

 区では、「新宿区男女共同参画推進計画」（平成 20 年度～平成 23 年度）に基づき、“男女が、

すべて人として平等であり、個人として尊重される社会を実現すること”をめざして、さま

ざまな施策を実施してきました。 

 

 

目標１ 仕事と家庭、地域活動との調和がとれた生活の実現 

 
 男女がともに家族としての責任を担い、仕事と家事や育児、介護、地域活動などとを両立

できるようにすることは、男女共同参画社会の基本的な考え方の一つであり、これらをバラ

ンスよく担うことが大切であるという観点から、区では、仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）に向けたさまざまな取組みを行ってきました。 

 仕事と子育てや介護との両立支援や働きやすい職場づくりなどに積極的に取り組んでいる

事業者を認定する制度である「ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度」は、平成 22年

度には４社を認定しました。また、事業者のワーク・ライフ・バランスの推進を支援するた

め、希望する企業にコンサルタント派遣を行っていますが、平成 22年度には 7社を宣言企業

として認定し、計 37 回派遣を行いました。 

 ワーク・ライフ・バランスを推進するうえで、子育てに関する支援は重要であり、平成 21

年３月に策定された「新宿区次世代育成支援計画（平成 22 年度～平成 26年度）」の中でもビ

ジョンの一つとして「ワーク・ライフ・バランスが実現するまち」を掲げるなど、積極的に

連携を図りながら、各施策を推進しています。 

 職場における男女共同参画の推進については、働きやすい職場づくりに向けて積極的に事

業者や区民に対するセミナーを開催してきました。 

 
＜目標 1の主な実績＞ 

 20 年度 21 年度 22 年度 

ワーク・ライフ・バランス認定企業数 9 社 4 社 4 社 

ワーク・ライフ・バランスコンサルタント派遣回数 13 回 40 回 37 回 

 

目標２ 人権の尊重と生涯を通じた健康づくり 

 
 配偶者やパートナーからの暴力は重大な人権侵害であり、犯罪であるという観点から、配

偶者等からの暴力の防止に向けて、積極的に取り組んできました。 

 ＤＶに関するパンフレットを作成するとともに、新宿区女性問題に関する相談機関連携会

議を開催するなど、相談・連携体制の強化に向けても取り組んできました。 
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 女性及び母子の緊急一時保護については、区内に２か所ある宿泊施設において、速やかに

保護を行い、身体の安全確保やその後の自立に向けた積極的な支援を行ってきました。 

 また、広く生涯を通じた健康づくりが重要であるという観点から、性や健康に関する正し

い知識を習得するための講座を開催するとともに、保健センターを中心に、さまざまな相談

に対応してきました。 

 

＜目標 2の主な実績＞ 

 20 年度 21 年度 22 年度 

男女共同参画推進センター講座実施回数 26 回 32 回 29 回 

男女共同参画推進センター講座参加人数 1,196 人 929 人 1,146 人 

 

目標３ 男女共同参画を推進するための啓発・しくみづくり 

 
 男女共同参画を推進するためには、すべての区民が男女共同参画に対する正しい認識を持

つことが重要であるという観点から、男女共同参画に向けた意識の形成に取り組んできまし

た。 

 男女共同参画情報誌「ウィズ新宿」では、男女共同参画に関する幅広い情報を掲載し、広

く区民や事業者に情報発信及び啓発に努めてきました。その成果もあり、「区民意識・実態調

査」では、区の男女共同参画に関する取組みの中で最も認知度が高いものとなっています。 

 また、男女共同参画の意識づくりのためには、子どもの頃からの教育が重要であることか

ら、小学校高学年向け啓発誌「みんないきいき」を発行するなど、男女共同参画についての

認識を深める教育を推進してきました。 

 男女共同参画を推進するためのしくみづくりについては、審議会等の女性委員の割合を

40％にすることと女性委員のいない審議会等の解消を目標に掲げており、関係各課において

それぞれ推進を図っています。 

 また、政策・方針決定過程の場に女性が積極的に参画するため、各種講座を開催するなど、

人材育成に努めてきました。 

 

＜目標 3の主な実績＞ 

 20 年 21 年 22 年 23 年 

審議会等における女性委員の比率（各年 4月 1日） 36.6％ 34.6％ 33.7％ 35.7％ 

女性委員のいない審議会等の数（各年 4月 1日） 9  11 9 7 
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目標４ 計画推進体制の整備 

 
 計画の推進に向けては、その拠点となる男女共同参画推進センターの機能の充実として、

従来は休館日であった月曜日の開所や男性相談員による相談を開始し、名称を「悩みごと相

談室」に変更することで相談体制の充実を図りました。 

 また、男女共同参画に関する基本的な事項についての審議や、計画の実施状況を継続的に

点検し、施策の方向性について提言していただくため、区民参加による男女共同参画推進会

議を運営しています。 

 その他にも広く男女共同参画の実現に向けた取組みを行うため、職員研修を行うなど、全

職員が男女共同参画の視点に立って業務が行えるよう、取り組んできました。 

 

＜目標 4の主な実績＞ 

 20 年度 21 年度 22 年度 

男女共同参画推進センター悩みごと相談室受付件数 945 件 992 件 953 件 
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３ 男女共同参画の主な課題と方向性 

 
 以上の各種調査結果や現状分析により、新宿区における男女共同参画の主な課題と方向性

をまとめると以下のようになります。 

 

●仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取

組みが求められています 

・新宿区では、男女共同参画の推進のために、仕事と家事や育児、介護、地域活動などを

バランスよく担うことが大切であるという観点から、他の自治体に先駆けて、ワーク・

ライフ・バランスの推進に取組んできました。 

・「区民意識・実態調査」によると、仕事と家庭生活、個人の時間のバランスについて、「理

想」と「現実」の差が最も大きいのは「すべてが調和」で、差は 42.6 ポイント、「仕事

を優先」の差は 37.2 ポイントとなっており、回答者の多くは希望するバランスが実現さ

れていないことがうかがえます。 

・「区民意識・実態調査」によると、女性が継続して就労するために必要なことは、「安心

して預けられる保育園や学童保育などの整備」が 44.3％と最も高く、次いで「産休・育

休・介護休暇等が取りやすい職場」が 33.6％となっており、子育て支援策との連携が必

要であるとともに、事業者に対する啓発が重要となっています。 

・平成 22 年度に実施した「新宿区ワーク・ライフ・バランスに関する企業および従業員の

意識・実態調査」（以下「企業および従業員の意識・実態調査」という。）によると、事

業所にはワーク・ライフ・バランス支援策の導入状況を、従業員にはその制度の利用意

向を聞いたところ、「再雇用制度」（事業所の導入割合は 57.7％、従業員の利用意向は男

性 39.0％、女性 40.0％）は事業所、従業員ともやや高くなっています。一方、「フレッ

クスタイム勤務制度」（事業所の導入割合は 28.7％、従業員の利用意向は男性 49.4％、

女性 52.5％）、「法定を超える育児休業、介護休業制度」（事業所の導入割合は 20.9％、

従業員の利用意向は男性 34.6％、女性 50.0％）のように、従業員の利用意向は高いが、

事業所に十分に導入されているとは限らない制度が見られることから、事業者に対して、

ワーク・ライフ・バランス支援策の導入を促す必要があります。 

 

 以上のことから、目標１を、 

 
 
 
 

と位置づけます。 

 

＜ともにささえあう＞ 

目標１ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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●固定的な性別役割分担意識が根強く残っています 

・「区民意識・実態調査」によると、男女の地位の平等感については、「学校教育の場」、「地

域活動の場」を除いたいずれの分野で、多くの区民が「男性優遇」であると回答してお

り、特に、「社会通念・慣習・しきたりなど」は 78.5％、「政治の場」は 70.4％「社会全

体」は 67.8％、「職場」は 58.2％と不平等感が強くなっており、引き続き、固定的な性

別役割分担意識の解消に向けた取組みが必要です。 

・「区民意識・実態調査」によると、「男は外で働き、女は家庭を守る」という固定的な役

割分担意識については、賛成 41.9％に対し反対は 34.5％と賛成が反対を上回っており、

高齢者だけでなく、若い世代でもその傾向がみられます。 

 

●人権の尊重とライフステージに応じた健康づくりが重

要です 

・「区民意識・実態調査」によると、性に関する権利が侵害されていると思うことで、「人

権侵害だと思わない」の割合は、すべての選択肢において「人権侵害だと思わない」の

割合で男性が女性を上回っています。 

・「区民意識・実態調査」によると、リプロダクティブ・ヘルス／ライツを支援するために

必要なことは、「子どもの成長と発育に応じた性教育」が 61.1％と最も高く、次いで「性

や妊娠・出産についての情報提供・相談体制の充実」が 40.9％、「ＨＩＶなどの性感染症

についての情報提供・相談体制の充実」が 34.7％となっており、子どもの頃からの教育

や情報提供、相談体制の充実が求められていることがわかります。 
 
 以上のことから、目標２を、 

 
 
 
 

と位置づけます。 

 

 

 

【リプロダクティブ・ヘルス／ライツとは】 

 「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、人間の性と生殖の確立にかかわる包括的な考

え方です。リプロダクティブ・ヘルスとは、主に女性の全生涯において、身体的、精神的、

社会的に良好な健康状態であることとされ、リプロダクティブ・ライツは、女性が自らの意

思で妊娠・出産等について選択できる自己決定権を尊重し、リプロダクティブ・ヘルスを享

受する権利をいいます。 

＜ともにみとめあう＞ 

目標２ 多様な生き方を認めあう社会づくり 
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●ＤＶのない社会の実現に向けた取組みを強化する必要

があります 

・「区民意識・実態調査」によると「ＤＶをされた経験がある」の割合は、男性が 19.1％、

女性が 27.0％と女性の方が高くなっており、男性の被害者も少なからずいるが、女性の

方が被害者となる傾向が高いと言えます。 

・「区民意識・実態調査」によると「ＤＶについて相談した経験の有無」について性別でみ

ると、女性では「相談した」割合が 37.0%で男性よりも 26.7ポイント高くなっています。

一方で男性は「相談しようとは思わなかった」の割合が 57.7%と最も高く、おおむね男性

は相談をしていない傾向にあるといえます。 

・「区民意識・実態調査」において「ＤＶについて、自分がされたことがある行為」につい

て「相談しなかった理由」をみると、「相談しようと思わなかった」人では、「相談する

ほどのことではないと思った」が 60.0％と最も高くなっています。「相談したかったが、

相談しなかった」人では、「誰に相談してよいのかわからなかった」が 56.0%と最も高く、

相談先を必要としていることがうかがえます。そのため、ＤＶに対する啓発や相談窓口

等の情報提供が重要となります。 

・平成 20 年１月から「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改

正する法律」が施行され、区市町村における被害者への支援の充実が求められています。 

 

●若いころからのＤＶ対策が重要です 

・近年、デートＤＶと言われる若年層の恋人同士などの親密な関係での男女間の暴力も問

題になっています。 

・平成 20 年度内閣府実施の「男女間における暴力に関する調査」によると、交際相手から

の暴力の被害経験について、「あった」と回答した割合が男性で 4.3％、女性で 13.6％と

なっています。 

・配偶者等からの暴力を防止するためには、若いころからＤＶに対する正しい認識をもつ

ことが重要です。 

 

 以上のことから、目標３を、 

 
 
 
 
 

と位置づけます。 

 
 

＜ともにおもいやる＞ 

目標３ 人権の尊重と配偶者等に対する暴力のない社会の 

    実現【配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画】 
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●男女共同参画に対する理解を深めていく必要があり 

ます 

・「区民意識・実態調査」によると、「男女共同参画社会基本法」や「新宿区男女共同参画

推進条例」などの言葉を聞いたことがない人の割合はそれぞれ 46.8％、63.8％と認知度

が低く、また、新宿区で実施している男女共同参画にかかわる取組み事業の認知度につ

いても、いずれも３割を下回る結果となっており、十分に周知できていない状況がうか

がえます。 

・「区民意識・実態調査」によると、男女共同参画社会を実現するために学校教育の場で力

を入れるべきことは、「男女にかかわらず、相手を人として尊重する指導をする」の割合

が 75.1％と最も高いから、教育分野の重要性がうかがえます。そのため、男女共同参画

の視点を持った教育を継続して行う必要があります。 

 

 

●女性が活躍するためのしくみづくりが必要です 

・区の審議会等に占める女性委員の割合は年々比率が上がっており、目標値の 40％に近づ

いています。しかし、審議会等によっては、女性委員が少ない、またはいない審議会が

あるため、引き続き性別の偏りをなくしていく必要があります。そのためには、女性が

あらゆる分野に参画し活躍できるよう、人材育成に努める必要があります 

 

 

●地域づくりにおいて男女双方の視点が必要です 

・「区民意識・実態調査」によると、「地域活動の場で」男女平等になっていると感じてい

る割合は 48.6％と「学校教育の場で」の 69.3％に次いで高くなっています。そのため、

引き続き、地域活動への男女双方の参画を促すとともに、方針決定過程への女性の参画

を推進する必要があります。 

 
 
 以上のことから、目標４を、 

 
 
 
 

と位置づけます。 

 

＜ともにかがやく＞ 

目標４ あらゆる場面における男女共同参画の推進 
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●全庁体制で男女共同参画を推進していく必要があり 

ます 

・男女共同参画は、区のすべての施策にその視点が必要であり、全庁体制で進めていくも

のとなります。そのため、行政内の関連する部署との連携を密にするとともに、各分野

での個別計画との整合性を図りながら、それぞれの課題に基づいた取組みを総合的に進

めていくことが重要です。 

 

 

●区民や事業者、ＮＰＯ、国・都等など幅広い連携が 

必要です 

・男女共同参画を推進するためには、行政内部での連携はもちろんのこと、区民や事業者、

ＮＰＯ等と行政とのパートナーシップにより、さらに活動に広がりを持たせていくこと

も必要となっています。 

・また、区だけでは対応が困難な課題の解決に向けて、国・都に要望を行っていくととも

に、関連する法制度の周知等については、互いに連携しながら区民や事業者に働きかけ

る必要があります。 

 
 
 以上のことから、目標５を、 

 
 
 
 

と位置づけます。   

＜ともにすすめる＞ 

目標５ 計画の推進に向けて 
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計画の体系 
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（２）事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

事業１ ワーク・ライフ・バランス推進企業の認定 

事業２ 男性の育児・介護サポート企業応援事業 

事業３ ワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰 

事業４ 地域活動への参加の促進 

事業５ 区職員のワーク・ライフ・バランスを推進するための職場づくり 

事業６ 働きやすい職場環境・風土づくりへの支援 

事業７ ワーク・ライフ・バランスセミナーの実施 

事業８ ワーク・ライフ・バランスを推進している事業者の紹介 

事業９ ワーク・ライフ・バランスの普及啓発 

事業 10 保護者が選択できる多様な保育環境の整備 

事業 11 保育園・幼稚園の子ども園への一元化 

事業 12 子どもの居場所づくりの充実 

事業 13 子どもに関する相談の充実と関係機関のネットワーク化 

事業 14 子ども家庭支援センターの拡充 

事業 15 一時保育など多様な保育サービスの充実 

事業 16 病児・病後児保育の充実 

事業 17 ファミリー・サポート事業の推進 

事業 18 妊婦や出産直後の産婦への支援 

事業 19 子育て中の親に対する学習機会の充実 

事業 20 在宅子育て支援サービスの充実 

事業 21 社会全体で介護を支えるための意識啓発 

事業 22 事業者に対する介護支援のための環境整備の促進 

事業 23 介護保険サービスの基盤整備 

＜ともにささえあう＞ 

目標１ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

事業 24 若い世代や男性に向けた意識啓発 

事業 25 多様な学習機会や情報の提供 

事業 26 事業者に対する働き方による不利益を解消するためのしくみづくり 

事業 27 区民・事業者への実態調査の実施と活用 

事業 28 職場環境整備のための情報提供 

事業 29 区民に対するセクシュアル・ハラスメント防止のための啓発・相談の強化 

事業 30 区職員に対するセクシュアル・ハラスメント防止体制の強化 

事業 31 児童虐待やいじめの防止に向けた取組み 

事業 32 高齢者虐待防止に向けた取組み 

事業 33 障害者虐待防止に向けた取組み 

事業 34 広報や情報誌等を通じた男女平等の意識啓発 

事業 35 男女平等の視点からの広報、出版物についての配慮 

事業 36 メディア・リテラシーの普及・育成 

事業 37 性にかかわる相談体制の整備 

事業 38 売買春や性の商品化防止についての意識啓発の推進 

事業 39 リプロダクティブ・ヘルス／ライツの概念の普及啓発 

事業 40 不妊に関する情報提供 

事業 41 エイズ・性感染症の予防啓発 

事業 42 健康相談、健康診査、医療情報の提供 

事業 43 女性の健康支援 

事業 44 メンタルヘルスの普及啓発とストレスマネジメント 

事業 45 事業者に対するこころの健康づくりの促進 

事業 46 身近に相談できる環境の整備 

＜ともにみとめあう＞ 

目標２ 多様な生き方を認めあう社会づくり 
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事業 47 「女性の人権」に関する意識の向上 

事業 48 配偶者等に対する暴力の防止 

事業 49 女性への暴力に関する相談体制の整備 

事業 50 外国人被害者への対応 

事業 51 女性及び母子緊急一時保護 

事業 52 民間団体・ＮＰＯ等との連携 

事業 53 関係機関とのネットワーク整備 

事業 54 配偶者暴力相談支援センター設置の検討 

事業 55 国・東京都への要望と連携の強化 

＜ともにおもいやる＞ 

目標３ 人権の尊重と配偶者等に対する暴力のない社会の実現 

【配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画】 

 

    

事業 56 男女共同参画に関する情報提供 

事業 57 男女平等・男女共同参画を目指した講演会の開催 

事業 58 相談事業の充実 

事業 59 男女平等・男女共同参画に関する区民意識調査の実施 

事業 60 男女共同参画の視点からの教育活動の編成 

事業 61 適切な進路指導の徹底 

事業 62 男女平等教育研修の充実 

事業 63 女性教員の管理職昇任選考の受験勧奨 

事業 64 保護者への学習機会や情報の提供 

事業 65 家庭・地域団体に対する多様な学習機会や情報の提供 

事業 66 女性の視点を取り入れた避難所の整備 

事業 67 審議会等における女性の積極的な登用 

事業 68 女性の政策・方針決定過程への参画に向けた意識啓発 

事業 69 政策・方針決定過程への女性職員の参画の推進 

事業 70 女性の人材育成支援 

事業 71 女性の就職・再就職支援 

事業 72 自立に向けた支援の推進 

事業 73 起業支援の充実 

事業 74 地域活動への参加の促進 

事業 75 外国人への支援と交流 

事業 76 外国人への情報提供 

事業 77 外国人相談窓口の運営 

＜ともにかがやく＞ 

目標４ あらゆる場面における男女共同参画の推進 

 

事業 78 男女共同参画推進会議の運営 

事業 79 しんじゅく女性団体会議等の運営 

事業 80 男女共同参画行政推進連絡会議の運営 

事業 81 男女共同参画の着実な推進 

事業 82 国・東京都への要望と連携の強化 

＜ともにすすめる＞ 

目標５ 計画の推進に向けて 



 

 
24

※ 第４章 計画の内容の見方 

 
 ●新宿区第二次男女共同参画推進計画の内容を、施策体系別に記載しています。 

 
 
 
 
 

① 事業者におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

 企業等において、ワーク･ライフ･バランスの考え方が浸透し、男女ともに仕事と家庭生

活を両立しやすい職場環境づくりが進むよう、特に区内の中小企業に対し、その定着に向

けて働きかけと支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

事業事業事業事業１１１１    ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランス推進企業推進企業推進企業推進企業のののの認定認定認定認定    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ワーク・ライフ・バランス 

推進企業認定数 

23 年度末の現況 

（予定） 

29 年度目標 年度別目標 

38 社 78 社 各年度 10社 

内容 担当課 

・仕事と子育てや介護との両立支援や働きやすい職場づくりなどに積極

的に取り組んでいる事業者を、「ワーク・ライフ・バランス推進企業」

として認定します。 

★ワー ク・ライフ・バランス推進企業として認定には至らないが、取

組み予定がある、または取り組みたいと考えている企業を「ワーク・

ライフ・バランス推進宣言企業」と、希望する企業にはコンサルタン

トを派遣し、ワーク・ライフ・バランスを推進するための支援を行い

ます。 

男女共同参画課 

 

 
 
 
 
 
※年号については、特に記載のないものは、「平成」で表示しています。 

 （例：「24 年度」は平成 24（2012）年度のことです。） 

取組みの方向 

■取組みの方向 

・事業全体の取組みの方向性を示

しています。 

■事業番号 事業名 

■主な指標 

・事業の達成状況を

図る対象を示して

います。 

■内容 

・事業の具体的な実施内容

について、示していま

す。 

■担当課 

・平成 24年度時点の事業を実

施する担当課を示していま

す。 

■現況 

・指標の現況を示しています。 

・新規事業のため、現況がな

い場合は、「－」で示してい

ます。 

■29年度目標 

・第二次計画の最終年度であ

る29年度末の目標を示して

います。 

・29 年度末以外の時点での目

標を記した場合は、その旨

を記載しています。 

■年度別目標 

・年度ごとの目標を記載

しています。 

■実施計画事業 

・新宿区第二次実行計画事

業については、★を付し

ています。 
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第４章 計画の内容 

 

＜ともにささえあう＞ 

目標１ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

（（（（１１１１））））ワーク・ライフ・バランスをワーク・ライフ・バランスをワーク・ライフ・バランスをワーク・ライフ・バランスを推進推進推進推進しますしますしますします 

 
 

 区では、平成 19 年 10 月から「ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度」を開始す

るなど、他の自治体に先駆けてワーク・ライフ・バランスの実現に向けて積極的に取り組

んできました。 

 「第二次男女共同参画推進計画」においても、区は、ワーク・ライフ・バランスの視点

に立ち、仕事と生活が調和した職場づくりや従業員が仕事と生活の調和の取れた生活がで

きることを目指し、事業者に対する啓発・支援を継続して進めるとともに、すべての人々

がワーク・ライフ・バランスを可能にする働き方や自分らしい生き方を実現するための環

境づくりに努めます。 

 

 

【ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）とは】 

 「仕事」と、「生活」（子育て、介護、地域活動、自己啓発、趣味の時間など）の

調和の取れた状態をいいます。 

 また、平成 19年 12 月 18日に、関係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の代表

等からなる「官民トップ会議」において策定された、「仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）憲章」では、仕事と生活の調和が実現した社会づくりにおいて、

以下の 3つの条件が必要とされています。 

 

  ① 就労による経済的自立が可能な社会 

  ② 健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 

  ③ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 

 

 このような社会を実現するためには、国民一人ひとりが、自分の働き方や生活、

男女の役割分担意識の見直しを行うとともに、それぞれの企業が労働者と話し合い、

実情に合った効果的な取組みを主体的に行っていくことが大切です。そして、国や

地方自治体の、企業や国民への積極的な働きかけや支援が必要です。 

基本方針 
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● 男女がともに多様な生き方を選択でき、家族や地域社会の一員として責任を分かち合

いながら積極的に活動していくためには、ワーク・ライフ・バランスを実現し、仕事

と仕事以外の生活がともに充実していることが必要です。 

● 平成 22 年度に実施した「区民意識・実態調査」によると、仕事と家庭生活、個人の時

間のバランスでは、「すべてが調和」している生活を希望する割合が 58.2％と最も高い

ものの、現実に「すべてが調和」している生活を送っている割合は 15.6％と、実際に

は希望するバランスが実現されていない現状がうかがえます。 

● 平成 22 年度に実施した「企業および従業員の意識・実態調査」によると、事業所にお

けるワーク・ライフ・バランス支援策で導入されている割合が最も高いものは「再雇

用制度」で 57.7％となっていますが、従業員の利用意向は男性で 39.0％、女性で 40.0％

となっています。一方で、従業員の利用意向の高い「フレックスタイム勤務制度」（男

性 49.4％、女性 52.5％）や「法定を超える育児休業、介護休業制度」（男性 34.6％、

女性 50.0％）の導入状況は、「フレックスタイム勤務制度」が 28.7％、「法定を超える

育児休業、介護休業制度」が 20.9％となっており、従業員の利用意向の高い制度が必

ずしも導入されているとは限らないことがわかりました。 

● ワーク・ライフ・バランスに関する労働法制上の整備は進みつつありますが、まだ多

くの企業においては、その取組みが十分ではないのが現状です。企業経営の視点にお

いては、子育て世代のみならず、さまざまなニーズを持つ他の世代の人々を含めた、

従業員一人ひとりが働きやすい環境をつくることによって、優秀な人材を確保するだ

けではなく、従業員の定着率も高まるなど経営戦略としてのメリットもあることから、

企業の側においても考え方の転換が必要です。 

● 区は、ワーク･ライフ･バランスを実現することで、区内で活躍するあらゆる人々がゆ

とりや生きがいがある豊かな生活を送ることができるよう、企業のみならず、区民や

職員に対するワーク・ライフ・バランスを推進する必要があります。 

● 特に中小企業においては、ワーク･ライフ･バランスの定着に向けて、企業の実情に合

わせたさまざまな支援を行う必要があります。 

 
 

 
 
  

【フレックスタイム勤務制度とは】 

 １か月以内で一定期間（清算期間）の総労働時間をあらかじめ定めておき、労働者が

その期間内で勤務する日の始業及び終業の時刻を自主的に選択して働ける制度です。子

どもを保育園に預けてから出勤したい場合等に、有効な制度といわれています。 

現状と課題 
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① 事業者におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

 企業等において、ワーク･ライフ･バランスの考え方が浸透し、男女ともに仕事と家庭生活

を両立しやすい職場環境づくりが進むよう、特に区内の中小企業に対し、その定着に向けて

働きかけと支援を行います。 

 

事業事業事業事業１１１１    ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランス推進企業推進企業推進企業推進企業のののの認定認定認定認定    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①ワーク・ライフ・バランス 

 推進企業認定数 

②企業へのコンサルタント 

 派遣回数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度年度年度年度別目標別目標別目標別目標    

①38社 

②年 60回 

①78社 

②年 60回    

①各年度 10 社 

②年 60回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★仕事と子育てや介護との両立支援や働きやすい職場づくりなどに積極的

に取り組んでいる事業者を、「ワーク・ライフ・バランス推進企業」とし

て認定します。 

★ワーク・ライフ・バランス推進企業として認定には至らないが、取組み予

定がある、または取り組みたいと考えている企業を「ワーク・ライフ・バ

ランス推進宣言企業」とし、希望する企業にはコンサルタントを派遣し、

ワーク・ライフ・バランスを推進するための支援を行います。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業２２２２    男性男性男性男性のののの育児育児育児育児・・・・介護介護介護介護サポートサポートサポートサポート企業応援事業企業応援事業企業応援事業企業応援事業    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・区内中小業者において、男性が育児・介護休業を取得しやすい職場環境づ

くりに向けた取組みを行っている事業者サポート企業として認定登録し、

要件を満たした場合は奨励金を支給します。 

・次世代認定マーク（愛称：くるみん）取得を目指す中小事業者に対する支

援を検討します。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業３３３３    ワーワーワーワークククク ・ライフ・バラ・ライフ・バラ・ライフ・バラ・ライフ・バランンンンスススス推進優良企業表彰推進優良企業表彰推進優良企業表彰推進優良企業表彰    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標 

ワーク・ライフ・バランス推進

優良企業表彰社数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

22227777 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

延べ６社 延べ 30 社 各年度４社 

内容内容内容内容    担担担担 当当当当課課課課    

★ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の申請企業の中から、優れた

取組みを行っている企業を表彰します。 

男女共同参画課 

 

 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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【次世代認定マークとは】 

 
次世代認定マーク 
（愛称：くるみん） 

子育て支援などへ積極的に取り組む企業が取得できる認定証の

ことで、厚生労働省が定める基準を満たした企業や団体などが認

定されます。取得後はこのマークを企業の広告や商品、会社案内

等につけ、子育てサポート企業であることをアピールすることが

できます。 
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② 区民一人ひとりのワーク・ライフ・バランスの推進 

 区民や区内で働く人たちが、仕事と生活の調和のとれた生活を実践し、地域活動等に積極

的に参加できるよう、働きかけていきます。 

 

事業事業事業事業４４４４    地域活動地域活動地域活動地域活動へのへのへのへの参加参加参加参加のののの促進促進促進促進    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ワーク・ライフ・バランス 

認定制度推進企業認定社数 

（地域活動支援部門）    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

11 社 19 社 各年度２社 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・地域の様々な世代の人に対し、町会・自治会活動について周知し、地域活

動への参加を促進します。 

生涯学習 

コミュニティ課 

★事業者に対し、ワーク・ライフ・バランスを推進し、従業員の地域活動へ

の参加を促進するよう働きかけます。 

男女共同参画課 

 
③ 区職員に対するワーク・ライフ・バランスの推進 

 職員・職場の意識改革を図り、仕事の進め方を見直すとともに、仕事と子育て等との両立

を図る制度の有効活用を促し、ワーク・ライフ・バランスの実現に努めていきます。特に、

男性職員が主体的に子育てを担い推進することで、仕事や家庭における他者への想像力を広

げることにより、区民サービスのさらなる向上を目指します。 

 

事業事業事業事業５５５５    区区区区職員職員職員職員のワーク・ライフ・バランスをのワーク・ライフ・バランスをのワーク・ライフ・バランスをのワーク・ライフ・バランスを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための職場職場職場職場づくりづくりづくりづくり    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

育児休業・部分休業の取得率 

 

※特定事業主行動計画に基づき目標 

 年度は 26年度とする。    

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    22226666 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

男性職員 5.3％ 

女性職員 100％ 

男性職員 30％  

女性職員 100％ 

男性職員 30％  

女性職員 100％ 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・特定事業主行動計画（平成 22 年度から平成 26 年度まで）について職員に

周知し、仕事と子育てを両立できる職場づくりを推進します。 

人材育成等担当課 

・仕事と仕事以外の生活の両立ができるよう、時間外勤務の削減やノー残業

デーの徹底を図ります。 

・男女とも、育児休業や介護休業などが取得しやすい職場づくりを進めます。 

各 課 

 
 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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（（（（２２２２））））ワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスの実現実現実現実現のためにのためにのためにのために意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 ワーク・ライフ・バランスの推進にあたっては、ワーク・ライフ・バランス憲章で示さ

れる、仕事と生活の調和が実現された社会づくりが必要です。また、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進には、個人の取組みだけではなく、企業等の取組みも不可欠です。 

 区は、さらなるワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、ワーク・ライフ・バランス

の必要性やその効果について、積極的に意識啓発や情報提供を行います。 

 

 
 
 

● 「企業および従業員の意識・実態調査」によると、1週間実労働時間のうち、長時間労

働といわれる「60 時間以上」は、「正社員男性」が 10.0％、「正社員女性」が 3.8％と

なっており、特に 25 歳から 44 歳の子育て世代の男性で長時間労働をしている傾向に

あり、「25～34 歳」で 11.9％、「35～44 歳」で 10.7％となっています。 

● これからは、男女がともに仕事と育児、介護や地域活動等を担うことで、仕事と生活

のバランスがとれたライフスタイルに転換し、生涯を通じて充実した生活を送ること

ができるよう、ワーク・ライフ・バランスの考え方や取組み方について、講座の開催

や情報誌の発行などにより、情報提供と啓発を行う必要があります。 

● ライフスタイルに応じた多様な働き方を実現するためには、事業者において公正な処

遇が図られる必要があります。 

● 男女共同参画やワーク・ライフ・バランスを、経営戦略として積極的に推進している

事業者もあります。そのようなワーク・ライフ・バランスに取組む事業者を先進的な

事例として紹介し、働きやすい職場環境づくりの参考にしていくことが重要です。 

 

 

 

 
  

【経営戦略としてのワーク・ライフ・バランス】 

 ワーク・ライフ・バランスを進めた結果、長時間労働の削減、優秀な人材の定着率向

上、経営パフォーマンスの向上などのメリットがあるといわれています。このことから、

ワーク・ライフ・バランスを経営戦略として意欲的に取組む事業者も少なくありません。 

基本方針 

現状と課題 
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① 働きやすい職場づくりに向けた意識啓発 

 仕事も生活も充実させることは、個人の生活を豊かにするとともに、事業者にとっては優

秀な人材の確保や生産性の向上につながります。区民や事業者に対し、過度な長時間労働の

改善や画一的ではない柔軟な働き方ができるよう、啓発を推進していきます。 

 

事業事業事業事業６６６６    働働働働きやすいきやすいきやすいきやすい職場環境職場環境職場環境職場環境・・・・風土風土風土風土づくりへのづくりへのづくりへのづくりへの支援支援支援支援    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ワーク・ライフ・バランス 

認定制度推進企業認定社数 

（働きやすい職場づくり部門）    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

22227777 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

38 社 78 社    各年度 10社 

内容内容内容内容    担担担担当当当当 課課課課    

★事業者に対し、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女とも働きやすい

職場環境・風土づくりの支援をします。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業７７７７    ワーク・ライフ・バランスセミナーのワーク・ライフ・バランスセミナーのワーク・ライフ・バランスセミナーのワーク・ライフ・バランスセミナーの実施実施実施実施    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ワーク・ライフ・バランス 

セミナー実施回数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別年度別年度別年度別目標目標目標目標    

年 3回 年 3回 各年度 3回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★ワーク・ライフ・バランスを推進するため、セミナーや講座を実施します。

（再掲…事業番号 26） 

男女共同参画課 

 
② ワーク・ライフ・バランス推進事例の紹介 
 ワーク・ライフ・バランスを支援するために事業者が行っている、育児・介護休業制度や

短時間勤務制度をはじめとした制度の整備状況や利用状況を把握し、ワーク・ライフ・バラ

ンスに意欲的に取り組む事業者を先進的な事例として紹介するなど、情報提供を積極的に行

います。 

 

事業事業事業事業８８８８    ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスをををを推進推進推進推進しているしているしているしている事業者事業者事業者事業者のののの紹介紹介紹介紹介    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★男女平等の職場づくりや、両立支援に積極的に取り組んでいる企業や企業

が取り組んでいる事例を、情報誌等で紹介します。 

★ワーク・ライフ・バランス推進企業として認定を受けた企業に対し、情報

交換の場の提供や情報誌やホームページでの紹介などフォローアップを

行います。 

男女共同参画課 

 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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③ 区民への啓発や働きかけ 

 ワーク・ライフ・バランスを実践するためには、当事者のみならず、家族や職場など、周

囲の人たちが意識を変えていくことが重要であることから、ワーク･ライフ･バランスの考え

方について、講座の開催や情報誌の発行などにより、情報提供と啓発を行います。 

 

事業事業事業事業９９９９    ワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスのワーク・ライフ・バランスの普及普及普及普及啓発啓発啓発啓発    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

「ワーク・ライフ・バランス」

という言葉を知っている人の

割合    

22222222 年度年度年度年度のののの現況現況現況現況    

22 年度区政モニター 

アンケート結果    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

41.3% 80% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★情報誌等により、区民や事業者等に対して育児・介護休業制度や関連した

情報提供等を行い、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発を図ります。 

男女共同参画課 
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（（（（３３３３））））子育子育子育子育てやてやてやてや介護等介護等介護等介護等のためののためののためののための支援支援支援支援をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 子育てや介護をしやすい社会を実現するためには、社会全体で子育てや介護を支援する

仕組みづくりと、働き方の見直しによる仕事と生活の調和が必要です。家庭、事業主、労

働者、地域住民への働きかけを行い、すべての人がワーク・ライフ・バランスを享受する

ことにより、多様な生き方を実現できる環境づくりを推進します。 

 

 
 
 

● ワーク・ライフ・バランスを実現するためには、男性が仕事中心のライフスタイルを

見直し、家庭生活に参加していくことが重要です。また、女性の社会参加を進めてい

くためには、子育てや介護等に対する支援、地域において利用可能な施設やサービス

に関する情報提供や相談体制の充実などが必要です。 

● 「企業および従業員の意識・実態調査」によると、育児休業取得率は、「女性」91.10％、

「男性」1.84％で、男女ともに全国の取得率「女性」83.7％、「男性」1.38％（厚生労

働省「平成 22 年度雇用均等基本調査」）を上回っていますが、依然として男性の育児

休業取得率は女性の育児休業取得率を大きく下回っています。また、「区民意識・実態

調査」での女性の働き方については、就労継続を望ましいと思う割合が 35.0％、再就

職を望ましいと思う割合が 35.5％と高く、そのためには「安心して預けられる保育園

や学童保育などの整備」が 44.3％と最も多くなっており、重要な取組みとなっていま

す。 

● 「企業および従業員の意識・実態調査」においても、企業がワーク・ライフ・バラン

スを推進するために行政に期待することとして、「保育園、学童保育、介護施設などの

充実」が 50.1％と最も多いなど、企業においてもこの分野に対する期待は大きくなっ

ています。 

● 区では、「新宿区次世代育成支援計画」に基づき、多様なニーズに対応した保育サービ

スなど、さまざまな子育て支援を行っています。また、介護については、介護保険サ

ービスの充実をはじめ、地域と連携しながら支え合いを進めています。今後も引き続

き、これらの取組みを充実させるとともに、男女が協力して家事、育児、介護等を担

うことができるよう支援していく必要があります。 

 

 
 
  

基本方針 

現状と課題 
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① 子育てを行う家庭に対する支援 

 誰もが安心して子育てをしながら仕事や地域活動に参画できるよう、多様な働き方や子育

てニーズなどに対応したきめこまやかな保育サービスを充実し、地域全体で子育て支援に取

り組みます。 
 

事業事業事業事業 10101010    保護者保護者保護者保護者がががが選択選択選択選択できるできるできるできる多様多様多様多様なななな保育環境保育環境保育環境保育環境のののの整備整備整備整備    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

私立認可保育園定員    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

1,432 人 1,673 人    241 人増    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

認証保育所定員 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

820 人 1,300 人 480 人増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★私立認可保育園を整備します。 

★認証保育所を拡充します。 

保育課 

事業事業事業事業 11111111    保育園保育園保育園保育園 ・・・・幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園のののの子子子子どもどもどもども園園園園へのへのへのへの一元化一元化一元化一元化    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

子ども園の設置数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

４園 25園 

24 年度 1園 

25 年度 6園 

26 年度 9園 

27 年度 5園 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★保護者の就労の有無に関わらず、０歳から小学校就学前までの子どもに

対し、その成長と発達に応じた保育・教育を一体的に行うとともに、家

庭と地域の子育て力の向上を図ります。 

・子ども園を、多様なスタイル、民間の活用など多様な手法により整備す

ることで、保育・教育環境のさらなる充実を図るとともに、保育園入所

待機児童の解消や保護者のニーズに即した保育サービスの提供を目指

します。 

子ども園推進担当課  

  

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 



 

 
35

事業事業事業事業 11112222    子子子子どものどものどものどもの居場所居場所居場所居場所づくりのづくりのづくりのづくりの充実充実充実充実        

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

延長利用できる学童クラブ数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

16所    26所    

25 年度 3所 

26 年度 4所 

27 年度 3所    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★学童クラブ利用の需要の増加に対応するため、学校施設等の活用によ

り、新たな学童クラブを開設します。また、延長利用できる学童クラブ

を増やします。 

・学校施設を活用して、放課後に子どもたちが自由に集い、遊び、考え、

子ども同士が交流できる遊びと学びの場として、「放課後子どもひろば」

を小学校で実施します。 

子ども総合センター 

事業事業事業事業 11113333    子子子子どもどもどもども・・・・若者若者若者若者にににに関関関関するするするする相談相談相談相談のののの充実充実充実充実とととと関係機関関係機関関係機関関係機関のネットワークのネットワークのネットワークのネットワーク化化化化    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

独身期（40 歳未満の独身者）の

区民が、生活における心配事が

ないと考える割合 

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

39.6％    45％    対前年度増    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

親と子の相談室の利用者数    

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

実数 37 人 

延数 52 人 

実数 40 人 

延数 60 人 

継続実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★福祉・保健・教育・就労部門の関係機関のネットワークとしての「子ど

も家庭・若者サポートネットワーク」を活用して、課題を抱える子ども

と家庭、そして新たに若者に対する見守り・相談体制を強化します。 

・保健センターにおいて、育児不安やストレスを抱える保護者に対し、専

門家や専 門医等による相談を実施します（親と子の相談室）。また、相

談に託児の制度を設けることで、相談しやすい環境を整備します。 

子ども家庭課 

各保健センター 

  

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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事業事業事業事業 14141414    子子子子どもどもどもども家庭支援家庭支援家庭支援家庭支援セセセセンターのンターのンターのンターの拡充拡充拡充拡充    

主主主主    

なななな    

指指指指    

標標標標    

子ども総合センター・子ども 

家庭支援センターの設置数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

22227777 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

４所 ５所 26 年度１所 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★子どもと家庭のさまざまなニーズにきめ細かく対応していくため、子ども

家庭支援センターと児童館の機能を併せもった「子ども家庭支援センタ

ー」として計画的に配置し、要保護児童の見守り体制の強化を図ります。 

子ども総合センター 

事業事業事業事業 11115555    一時保育一時保育一時保育一時保育などなどなどなど多様多様多様多様なななな保育保育保育保育サービスのサービスのサービスのサービスの充実充実充実充実    

主主主主    

なななな    

指指指指    

標標標標    

【保育課】 

専用室型一時保育の実施 

箇所数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別年度別年度別年度別目標目標目標目標    

９所    18所    

24 年度 1所 

25 年度 3所 

26 年度 1所 

27 年度 4所    

主主主主    

なななな    

指指指指    

標標標標    

【子ども総合センター】 

ひろば型一時保育の実施 

箇所数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

３所 ４所 25 年度  １所 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★一時保育（空き利用型・専用室型・ひろば型 ）の 充実を図ります。 

保育課 

子ども園推進担当課 

子ども総合センター 

・延長保育の充実を図ります。 

・産休明け保育の充実を図ります。 

・障害児保育の充実を図ります。 

・休日保育の充実を図ります。 

・産休・育休明け入園予約事業の充実を図ります。 

保育課 

子ども園推進担当課 

  

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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事業事業事業事業 16161616    病児病児病児病児・・・・病後児保育病後児保育病後児保育病後児保育のののの充実充実充実充実    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

病児・病後児保育室数 

病後児保育室数 

23232323 年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

5所 6所 25 年度 1所 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・保育施設に通っている子どもを対象に、病気または病気回復期のため、保

育施設へ通うことができない期間、一時的に専用室で保育・看護する病

児・病後児保育を実施します。 

保育課 

事業事業事業事業 17171717    フフフファミリー・サポートァミリー・サポートァミリー・サポートァミリー・サポート事業事業事業事業のののの推進推進推進推進    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

病児・病後児預かり会員数    

22222222 年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

０人 

（病児・病後児預かりは 

23 年度新規） 

病児・病後児預かり 

利用会員数：600 人 

提供会員数：  90 人  

両方会員数：  10 人  

・利用会員数 

対前年度 20％増 

・提供会員、両方会員数 

対前年度 10％増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・子育ての援助を必要とする方（利用会員）と 子育ての援助を行いたい方

（提供会員）、両方の援助を行いたい方（両方会員）として「登録」し、

それぞれの希望に合わせてファミリー・サポート・センターが調整し、利

用・提供の拡充を図ります。より利用しやすくするために、臨時の登録窓

口を開設するほか、窓口に来られない方への訪問相談を充実させます。 
・病気時及び病気の回復期にある子どもを会員相互で預かる事により、安心

して育児をしながら働き続けることができる環境をつくります。 

子ども家庭課 

事業事業事業事業 18181818    妊婦妊婦妊婦妊婦やややや出産直後出産直後出産直後出産直後のののの産婦産婦産婦産婦へのへのへのへの支援支援支援支援    

主主主主    

なななな    

指指指指    

標標標標    

はじめまして赤ちゃん 

応援事業の妊婦参加者数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 125 人 年 150 人 対前年度増 

内内内内容容容容    担当課担当課担当課担当課    

・妊婦と出産直後の産婦を対象に、母親の育児不安を軽減し、健やかな親子

関係の基盤を築けるよう支援するため、グループワークや個別相談等の育

児体験教室を実施します。 

各保健センター 
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事業事業事業事業 11119999    子育子育子育子育てててて中中中中のののの親親親親にににに対対対対するするするする学習機会学習機会学習機会学習機会のののの充実充実充実充実    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①家庭教育学級・講座の実施回数 

②入学前プログラムの実施回数 

③保護者会等での家庭教育事 

業の実施回数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

①家庭教育学級 29回、  

 講座 26 回 

②入学前プログラム 

 58 回 

③保護者会等 20回 

①家庭教育学級 29回、  

 講座 26 回 

②入学前プログラム 

 58 回 

③保護者会等 20回 

継続実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・社会教育等において、子どもを育てる時期にある親に対する学習の機会を

充実します。 
・さまざまな機会を捉えて、保護者を対象とした家庭教育の充実・支援を行

います。 

教育支援課 

事業事業事業事業 20202020    在宅在宅在宅在宅子育子育子育子育てててて支援支援支援支援サービスのサービスのサービスのサービスの充実充実充実充実    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

【子ども家庭課】 

落合三世代交流サロンの 

利用者数 

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年間利用者数 

14,362 人    

年間利用者数 

17,000 人    

前年度比 3％増    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

【子ども総合センター】 

乳幼児親子ひろば実施数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

７所 ８所 26 年度１所 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・地域で、さまざまな年代の人が子育てにかかわり、子育てしやすい豊かな

地域社会を推進するため、三世代交流のできる場の提供やしくみづくりを

進めます。 
・子ども家庭支援センターを中心に、子育てひろば事業を実施している関係

機関の、より一層の連携の強化を図るとともに、利用しやすいひろばづく

りを進めます。 

子ども家庭課 

子ども総合センター 
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② 介護を行う家庭に対する支援 

 介護を行う家族に対して、固定的な性別役割分担意識の解消や仕事と介護を両立できるよ

う、環境整備や制度活用、理解の促進を図り、地域全体で介護支援に取り組みます。 

 

事業事業事業事業 21212121    社会全体社会全体社会全体社会全体でででで介護介護介護介護をををを支支支支えるためのえるためのえるためのえるための意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★講座や情報誌を通して、性別による役割分担意識の解消などについて意識

啓発を行います。（再掲…事業番号 34） 

・関連する図書等の充実を図り、貸出しを行います。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 22222222    事業者事業者事業者事業者にににに対対対対するするするする介護支援介護支援介護支援介護支援のためののためののためののための環境整備環境整備環境整備環境整備のののの促進促進促進促進    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★ワーク・ライフ・バランスを推進し、仕事と介護等との両立を推進するた

めの啓発セミナーを行います。 

・介護支援のための取組みが進んでいる企業の事例を、情報誌等で紹介しま

す。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 22223333    介護保険介護保険介護保険介護保険サービスのサービスのサービスのサービスの基盤整備基盤整備基盤整備基盤整備    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①小規模多機能型居宅介護 

 事業者の登録定員 

②認知症高齢者グループ 

 ホームの定員数 

③単独型ショートステイの定員数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

①3所 74 人 

②7所 117 人 

③0所 

①9所  224 人 

②11所 189 人 

③2所   47 人 

対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★介護者の介護負担を軽減し、住み慣れた地域での生活の継続を支援するた

め、小規模多機能型居宅介護、認知症高齢者グループホーム、単独型ショ

ートステイの整備を進めます。 

★在宅生活が困難になった要介護高齢者の生活を支えるため、特別養護老人

ホームの整備を進めます。 

介護保険課 

 

 

【仕事と介護の両立】 

 仕事と介護の両立は、現在、イクメンに代表される仕事と育児の両立ほど注目されて

いません。しかし、内閣府「平成23年版 高齢社会白書」によれば、「家族の介護・看

護のために離職・転職する人が増えている」、「今後、高齢化率は上昇を続ける」

と分析しています。 

 そのため、介護と仕事の両立に向けて、個人の意識、働きやすい職場づくりに向

けた事業者の取組み、介護に関する社会資源の整備などにより、ワーク・ライフ・

バランスの実現に向けて取り組むことが必要です。 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 



 

 
40

＜ともにみとめあう＞ 

目標２ 多様な生き方を認めあう社会づくり 

 

（（（（１１１１））））固定的固定的固定的固定的なななな性別役割分担意識性別役割分担意識性別役割分担意識性別役割分担意識をををを解消解消解消解消しますしますしますします 

 
 

 男女が家庭や地域、職場など、さまざまな場面において等しく参画できるよう、区民や

事業者に向けて、男女共同参画意識の啓発を図るとともに、あらゆる分野において男女共

同参画の視点を取り入れた学習機会を提供するなど、固定的な性別役割分担意識の解消に

向けた取組みを推進します。 

 

 
 
 

● 新宿区男女共同参画推進条例の前文では、「男女が、すべて人として平等であり、個人

として尊重される社会を実現することは、区民の共通の願いである。」としています。

しかしながら、区民一人ひとりが性別を超えて個性や能力を発揮するためには、まだ

解決しなければならない課題が多く残されています。 

● 「区民意識・実態調査」によると、男女の地位の平等感については、「学校教育の場で」

と「地域活動の場で」を除いたいずれの分野でも、多くの区民が「男性優遇」と感じ

ており、とくに「職場で」が 58.2％、「政治の場で」が 70.4％、「社会通念・慣習・し

きたりなどで」が 78.5％、「社会全体として」が 67.8％と、不平等感が強くなってい

ます。しかし、平成 19 年調査結果と比較すると、「平等」との回答は、すべての項目

で増加しており、区民の意識が少しずつですが、変化していることがうかがえます。 

●「区民意識・実態調査」によると「夫（男性）は外で働き、妻（女性）は家庭を守る」

という固定的な性別役割分担意識については、「賛成」の 41.9％が「反対」の 34.5％

を上回っています。特に、25 歳から 29 歳の若い世代で、「賛成」が 37.6%、「反対」が

36.2%とわずかながら賛成のポイントが高くなっていることは、平成 19 年調査結果と

比較すると大きく変わった点です。平成 19 年度調査では、18歳から 29歳の世代で、

女性は「賛成」が 20.3%、「反対」が 49.2%、男性は「賛成」が 31.8%、「反対」が 54.5%

といずれも「反対」のポイントが高くなっていました。意識が変化した背景には、現

代の生きづらい社会構造が影響し、このような意識を生み出していると思われます。 

● 「男は外で働き、女は家庭を守る」という固定的な性別役割分担意識は、女性の経済

的自立や社会への参画のみならず、男性の生活的な自立をも妨げてきました。長い時

間をかけて形成された固定的な性別役割分担意識は、すぐに払しょくできるものでは

ありません。しかし、男女が家庭や地域社会、職場において等しく参画できるよう、

若い世代や男性を中心に男女平等意識を醸成していく必要があります。 

基本方針 

現状と課題 
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【固定的な性別役割分担意識とは】 

 男女を問わず、個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかか

わらず「男性は主要な業務・女性は補助的業務」などのように、男性、女性という性別

を理由にして、役割を固定的に分ける考え方をいいます。 
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① 若い世代や男性に対する男女共同参画意識の啓発 

 若い世代や男性が男女共同参画社会の必要についての認識を深めることができるよう、固

定的な性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発を行います。 
 

事事事事業業業業 24242424    若若若若いいいい世代世代世代世代やややや男男男男性性性性にににに向向向向けたけたけたけた意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①若者応援講座開催回数 

②男性対象講座開催回数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別年度別年度別年度別目標目標目標目標    

①年 3回 

②年 3回 

①年 3回 

②年 3回 

①各年度 3回 

②各年度 3 回 

内内内内 容容容容    担当課担当課担当課担当課    

★若い世代や男性に対して、性別による固定的な役割分担意識をなくし、

男女共同参画の意識が身につくよう、学習の機会や情報提供を行い、継

続的な意識啓発を行います。 

男女共同参画課 

 
② 固定的な性別役割分担の解消に向けた意識の啓発 

 男女が共に個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を実現するため、地域において、男

女共同参画の視点を取り入れた多様な学習機会や情報を提供します。 

 

事業事業事業事業 22225555    多様多様多様多様なななな学習機会学習機会学習機会学習機会やややや情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★男性や働く人も参加しやすいよう、講座の時間帯や開催場所、学習テー

マや学習方法などを一層工夫します。 

★大人はもちろん子どもたちに対しても、性別による固定的な役割分担意

識をなくし、男女共同参画の意識が身につくよう、学習の機会や情報提

供を行い、継続的な意識啓発を行います。 

男女共同参画課 

・家庭教育・子育てへの男性保護者等の参加を促進する機会となるよう、

家庭教育事業の土・日曜日の実施やテーマ設定を行う。 

教育支援課 

・区民プロデュース講座を開催し、区民や区内の学習団体が男女の別なく

自主的に講座を企画・運営する機会を提供します。 

・指導者を希望する区民を、生涯学習指導者・支援者バンクに登録し、必

要とする区民に紹介します。 

・レガスまつりや生涯学習館まつり等を開催することにより、男女ともに

参加していくきっかけづくりにします。 

・財団ホームページで各種事業案内・講座申込み・施設利用情報管理・各

種情報提供を行います。 

・職場以外の地域活動等に疎遠になりがちな方を対象に、学習活動普及事

業を地域活動デビュー講座として実施し、男女ともに活動に参加してい

くきっかけづくりにします。 

（再掲…事業番号 65） 

生涯学習 

コミュニティ課 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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（（（（２２２２））））事業者事業者事業者事業者におけるにおけるにおけるにおける男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの取取取取組組組組みをみをみをみを促進促進促進促進しますしますしますします 

 
 

 職場において、男女の均等な機会と待遇の確保が図られ、一人ひとりの意欲と能力を生

かせる職場づくりを促進するため、事業者に対する支援や、区民、区職員に対する意識啓

発を行います。 

 

 
 
 

● 職場において、女性も男性も、能力を十分に発揮する機会や待遇が確保されることは、

男女共同参画社会の実現のために、重要です。区では、事業者に対して男女共同参画

の啓発を行うことを目的としたアンケート調査や、事業者向けのセミナーを開催する

など、職場における男女共同参画の推進に向けた取組みを行ってきました。 

● 「企業および従業員の意識・実態調査」によると、男女が共に働きやすい職場環境・

風土づくりについて、平成 19 年調査結果と平成 22 年調査結果を比較すると、全体的

に回答の割合が下がっています。例えば「男性も女性も同じようにキャリア・アップ

や研修の機会がある」は 59.9%から 30.1%へ 29.8 ポイント下がり、「女性が結婚後・出

産後も働き続けることを推奨している」は43.8%から32.6%へ 11.2ポイント下がり、「昇

任・昇格にあたっては、性別にかかわらず成果や能力で評価している」は設問中一番

回答率が高いものの、64.6%から 63.9%へ 0.7ポイント割合が下がっています。 

● 柔軟な働き方をするための法制度の認知度については、「知っている」と回答した割合

が、「男性も育児休業・介護休業を取得できること」で事業者が 91.3％、従業員男性が

80.6％、従業員女性が 90.1％とともに高くなっていますが、「出産に関して、パートタ

イム労働者も含む労働基準法が適用されるすべての女性労働者に、産前６週間、産後

８週間（原則）の休業が認められていること」の割合は、事業者が 92.5%に対して、従

業員男性は 64.9%、従業員女性は 75.1%、「常時介護を要する家族がいる場合は通算 93

日まで介護休業を取得できること」で割合は、事業者が 69.6%であるのに対して、従業

員男性は 28.4%、従業員女性は 36.4%と、事業者は認知していても、制度を利用する側

の従業員の認知度が低くなっていることがわかります。 

● だれもが安心して働くことができる職場環境づくりのためには、事業者に対し、引き

続き男女雇用機会均等法や育児・介護休業法などの各種法制度の内容等について情報

提供を図るとともに、従業員に対して、職場のセクシュアル・ハラスメント防止に向

けた啓発を行うなど、男女が共に働きやすい環境の整備を促進することが必要です。 

 

 

基本方針 

現状と課題 
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【職場のセクシュアル・ハラスメントとは】 

 一般的には「相手方の意に反する性的な言動」のことをいいます。平成19年４月から

改正男女雇用機会均等法が施行され、男性労働者に対するセクシュアル・ハラスメント

も対象となったほか、事業主にセクシュアル・ハラスメント対策として雇用管理上必要

な措置を講じることが義務づけられました。 

 なお、区では「新宿区男女共同参画推進条例」において、セクシュアル・ハラスメン

トを行ってはならないと規定しています。 
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① 働く場における男女の均等待遇の促進 

 区内の事業者が男女共同参画に関する積極的な取組みを促進するよう、啓発活動を行うと

ともに、今後の施策に反映させるため、区民や区内事業者の男女共同参画に対する意識や関

連する取組みの実態等を把握します。 
 

事業事業事業事業 26262626    事業者事業者事業者事業者にににに対対対対するするするする働働働働きききき方方方方によによによによるるるる不利益不利益不利益不利益をををを解消解消解消解消するするするするためのためのためのためのしくみしくみしくみしくみづづづづくりくりくりくり    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ワーク・ライフ・バランス 

セミナー開催回数    

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 3回 年 3回 各年度 3回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★事業者に対するセミナーの開催や関係機関の情報提供を行います。（再掲

…事業番号７） 

★事業者が取り組んでいるポジティブ・アクションの事例を情報誌やホーム

ページで紹介します。 

・悩みごと相談の充実や関係機関との連携を図ります。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 22227777    区民区民区民区民・・・・事業者事業者事業者事業者へのへのへのへの実実実実態調査態調査態調査態調査のののの実施実施実施実施とととと活用活用活用活用    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・区民を対象に、労働や生活状況等について、男女平等・男女共同参画に関

する意識・実態調査を行い、施策に反映します。（再掲…事業番号 59） 

・企業や従業員に対し、ワーク・ライフ・バランスや男女の雇用機会均等を

推進するための積極的改善措置（ポジティブ・アクション）に関する意識・

実態調査を行います。 

男女共同参画課 

 
② 安心して働くことができる環境の整備 

 各事業者が男女共同参画社会の重要性について理解を深め、主体的・継続的に取り組み、

より効果的な情報提供を行うとともに、労働に対する相談機能の充実を図ります。 

 また、セクシュアル・ハラスメントの防止に向けて、継続的に意識啓発を行います。 

 

事業事業事業事業 28282828    職場環境整備職場環境整備職場環境整備職場環境整備のたのたのたのためのめのめのめの情報提供情報提供情報提供情報提供    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★情報誌を通して、雇用機会均等法やパートタイム労働法など、関連する法

制度の内容等について情報提供を行います。 

★働きやすい職場環境の整備に向け、関連する法制度の説明会やセミナーを

開催します。 

★事業者が取り組んでいる積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の事

例を広報誌やホームページで紹介します。 

男女共同参画課 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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事業事業事業事業 29292929    区民区民区民区民にににに対対対対するセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメント防止防止防止防止のためののためののためののための啓発啓発啓発啓発・・・・相談相談相談相談のののの強化強化強化強化    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★国・都等の労働に関する各種情報紙等を配布し、職場におけるセクシュア

ル・ハラスメント防止のための普及・啓発を図ります。 

消費者支援等担当課 

★相談窓口において、相談者に対する迅速で適切な対応を行います。 

★情報誌や広報紙等により、セクシュアル・ハラスメントに対する意識啓発

を行います。 

・貸出し用啓発資料を整備し、区民・事業者への周知用として活用します。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 30303030    区区区区職員職員職員職員にににに対対対対するセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメントするセクシュアル・ハラスメント防止体制防止体制防止体制防止体制のののの強化強化強化強化    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①セクシュアル・ハラスメントに

関する事故件数 

②服務事故防止研修の実施 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

①0件 

②すべての区立 

学校で実施 

①0件 

②すべての区立 

学校で実施 

①0件 

②すべての区立 

学校で実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・セクシュアル・ハラスメント相談員による、迅速で的確な相談を行います。 

・セクシュアル・ハラスメント相談員のスキルアップを図ります。 

・職員に対し、セクシュアル・ハラスメント規定等の周知徹底を図るととも

に、防止のための研修を実施します。 

人材育成等担当課 

・学校において、セクシュアル・ハラスメント防止を含めた服務事故防止研

修を実施します。 

教育指導課 
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（（（（３３３３））））人権人権人権人権のののの尊重尊重尊重尊重とととと男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画をををを推進推進推進推進するためにするためにするためにするために意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 男女共同参画の視点から、人権を尊重し、子ども等への虐待やメディアにおける性差別、

性の商品化の防止に向けた意識啓発を行います。 

 

 
 
 

● 男女共同参画社会基本法では、男女の人権の尊重を男女共同参画社会形成の基本理念

の一つとしています。一人ひとりの存在をかけがえのないものとして認め合い、個人

としての人格が尊重されることは、個性と能力を発揮してこころ豊かに生きる社会を

つくるための基本となります。 

● 依然として、配偶者等からの暴力、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為の

みならず、虐待、メディアにおける性差別や性の商品化などが社会問題化され、必ず

しもすべての人の人権が尊重されているとはいえない状況が続いています。 

● 「区民意識・実態調査」によると、性に関する権利が侵害されていると思うことにお

いて、女性はすべての選択肢で“深刻な人権侵害だと思う”の割合が男性を上回って

おり、男女で意識に差があることがわかります。特に、「性風俗営業」（男性 28.1％、

女性 53.5％）や「女性や児童を性の対象としたゲームやビデオ・ＤＶＤ」（男性 61.3％、

女性 80.4％）、「ヌード写真や身体の一部を性的に強調した広告・雑誌など」（男性

38.5％、女性 56.9％）では、男女の意識の差が大きくなっています。 

● 近年、養育者が抱える育児不安が膨らむ社会背景において、家庭で適切な養育が受け

られない子どもや、子どもの命まで脅かされる事例が増えており、子どもへの虐待の

早期発見・早期対応に向けて取り組んでいく必要があります。また、高齢者や障害者

が、尊厳を持っていきいきと地域社会の一員として生活できることが重要です。 

● 子育てや介護についても、主に女性が担っているという現状があり、一人で子育て、

介護を担うことで精神的に追い詰められ、虐待に至ってしまうというケースも少なく

ありません。今後は、性別による固定的な役割分担意識を解消し、家族がそれぞれの

役割を担うとともに、地域で子育てや介護を支え合う環境をつくることで、虐待防止

に努める必要があります。 

● インターネットや携帯電話などの普及に伴い、区民の考え方に影響を及ぼすメディア

の活用については、行政自らが男女共同参画の視点に配慮して情報を発信するととも

に、区民がメディアによってもたらされる情報を的確に理解し、自ら主体的に判断で

きる能力を身につけることができるように支援していく必要があります。 

● 女性の人権を著しく侵害する売買春や人身取引についても、その防止に向けて取り組

んでいく必要があります。 

 

  

基本方針 

現状と課題 
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① 虐待等の防止に向けた取組み 

 人権や男女共同参画の視点から、子どもや高齢者に対する虐待等の防止に向けて、意識啓

発や相談窓口に関する情報提供を行います。 

 

事業事業事業事業 31313131    児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待やいじめのやいじめのやいじめのやいじめの防止防止防止防止にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

子ども総合センター・子ども 

家庭支援センターの設置数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

４所 ５所 26 年度 1所 

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

①子ども家庭支援センターに 

 おける子育て支援や児童 

 虐待の講座の開催回数 

②人権教育研修会の参加率 

22222222 年度現況年度現況年度現況年度現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

①188 回 

②97.5% 

①244 回 

②100% 

①29 年度までに

22 年度比 30％増 

 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・児童虐待の防止に向け、子育て支援の情報提供や講座などを積極的に行い

ます。 

子ども総合センター 

・人権教育を推進します。 

・各教科及び道徳・特別活動等において、男女平等の考えについてより一層

指導します。 

・人権尊重の精神に根ざした教育を進めるために、教職員に対し、人権教育

研修を実施します。（再掲…事業番号 62） 

教育指導課 

事業事業事業事業 32323232    高齢者虐待防止高齢者虐待防止高齢者虐待防止高齢者虐待防止にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・高齢者虐待を防止するためのパンフレットを作成し、配布します。 

・介護者や施設従事者等による虐待に対応するためのマニュアルを見直し 

 ます。 

・高齢者総合相談センターを通報・相談窓口とした体制整備を行います。 

・高齢者総合相談センターを中心に関係機関が連携するための仕組みをつ 

 くります。 

・介護者に対する支援を行います。 

・緊急保護が必要なケースについては、老人福祉法に基づく措置を実施する

等、一時的に保護できる場所を確保します。 

・高齢者の権利擁護ネットワーク協議会を通じて、関係機関の連携体制を強

化します。 

高齢者サービス課 

  

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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事業事業事業事業 33333333    障害者虐待防止障害者虐待防止障害者虐待防止障害者虐待防止にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

平成 24 年 10 月に施行する「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する

支援等に関する法律」を見据え、障害者虐待の通報窓口や相談等の体制整備

について検討します。 

障害者福祉課 
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② メディアにおける性差別の防止 

 区の広報や刊行物等において、男女共同参画の視点に立った内容や性差別につながらない

表現や、性別による固定的な役割分担意識の解消に努めるよう啓発します。 

 また、区民がメディア（媒体）などの情報を自ら的確に読み解く力を伸ばすとともに、主

体的に判断し、情報を活用できる能力を育成するための支援を行います。 

 

事業事業事業事業 33334444    広報広報広報広報やややや情報情報情報情報誌等誌等誌等誌等をををを通通通通じたじたじたじた男女平等男女平等男女平等男女平等のののの意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

性別役割分担に反対する割合 

22222222 年度年度年度年度のののの現況現況現況現況    

22 年度区政モニター 

アンケート結果    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

39.5% 70% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★講座や情報誌を通して、性別による役割分担意識の解消などについて意識

啓発を行います。（再掲…事業番号 21） 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 33335555    男女平等男女平等男女平等男女平等のののの視点視点視点視点からのからのからのからの広報広報広報広報、、、、出版物出版物出版物出版物についてのについてのについてのについての配慮配慮配慮配慮    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・区が発行する広報や刊行物などの印刷物については、男女共同参画の視点

に立った内容や性差別につながらない表現に努めます。 

各課 

事業事業事業事業 33336666    メディア・リテラシーのメディア・リテラシーのメディア・リテラシーのメディア・リテラシーの普及普及普及普及・・・・育成育成育成育成    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

情報モラルに関する研修等へ

の参加 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 80人 年 100 人 年 100 人 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★講座、講演会等により、メディア・リテラシーの概念の普及啓発・育成を

図ります。 

男女共同参画課 

・コンピュータ利用を推進する中で、メディア・リテラシーを含めた情報教

育の充実を図ります。 

教育支援課 

 

 

 

【メディア・リテラシーとは】 

 情報が流通する媒体（メディア）を使いこなし、主体的に読み解き活用する能力です。

メディアの特性や利用方法を理解し、適切な手段で自分の考えを他者に伝達し、あるい

はメディアを流れる情報を取捨選択して活用する能力のことです。 
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③ 性の商品化の防止 

 性にかかわる相談支援体制の整備を行うとともに、性に対する正しい理解を深めるための

意識啓発を行います。 

 

事業事業事業事業 33337777    性性性性にかかわるにかかわるにかかわるにかかわる相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備整備整備整備    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・女性問題に関する相談機関連携会議を通じて、都・区、関係機関とのネッ

トワークづくりを図ります。 

生活福祉課 

男女共同参画課 

・女性が売買春の当事者とならないように「“性と生”アドバイザー」によ

る相談を行います。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 33338888    売買春売買春売買春売買春やややや性性性性のののの商品化防止商品化防止商品化防止商品化防止についてのについてのについてのについての意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発のののの推進推進推進推進    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★情報誌や講座を通じて、売買春に関する情報提供を行い、売買春や性の商

品化防止についての意識啓発を推進します。 

男女共同参画課 
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（（（（４４４４））））ライフステージにライフステージにライフステージにライフステージに応応応応じたじたじたじた健康支援健康支援健康支援健康支援をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 生涯にわたって自分の体や性に関することを自分で決める権利は、基本的な人権です。

男女問わず、性を尊重する意識づくりを行うとともに、思春期や出産期、更年期、高齢期

等、ライフステージに応じた心とからだの健康づくりを支援します。 

 

 
 
 

● 男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思い

やりを持って生きていくことは、男女共同参画社会を形成するうえで大変重要なこと

です。特に女性は、妊娠や出産をする可能性もあり、生涯を通じて男性と異なる健康

上の問題に直面することに、男女とも留意する必要があります。 

● 心身の健康について正確な知識と情報を入手し、男女がともに生涯を通じて健康に過

ごすことができるよう、健康の保持増進に取り組んでいく必要があります。 

● 「区民意識・実態調査」によると、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの言葉の認知

度についてみると、聞いたことがある割合は 20.7％と調査項目の中では最も低くなっ

ています。また、リプロダクティブ・ヘルス／ライツを支援するために必要なことで

は、「子どもの成長と発育に応じた性教育」が 61.1％と最も高く、次いで「性や妊娠・

出産についての情報提供・相談体制の充実」が 40.9％、「ＨＩＶなどの性感染症につい

ての情報提供・相談体制の充実」が 34.7％と続きます。このため、子どもを産む・産

まないにかかわらず、また、年齢にかかわらず、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

を普及啓発することが重要です。 

● すべての女性の生涯を通じた健康づくりを支援するため、思春期や出産期、更年期、

高齢期等、ライフステージに応じた心とからだの健康づくりを推進する必要がありま

す。 

 

 
 
 
  

基本方針 

現状と課題 
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① リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）の 

普及啓発 

 女性の妊娠・出産における自己決定や不妊等の諸問題について、正しい知識を身につけ適

切な対応をするため、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの概念について普及啓発を行いま

す。 

 

事業事業事業事業 33339999    リプロダクティブ・ヘルスリプロダクティブ・ヘルスリプロダクティブ・ヘルスリプロダクティブ・ヘルス／／／／ライツのライツのライツのライツの概念概念概念概念のののの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

リプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツについて知っている人の

割合 

22222222 年度年度年度年度のののの現況現況現況現況    

22 年度区民意識実態調査結果 

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

20.5% 60% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★講座や情報誌などを通じ、リプロダクティブ・ヘルス/ライツの概念の普

及・啓発に努めます。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 40404040    不妊不妊不妊不妊にににに関関関関するするするする情報提供情報提供情報提供情報提供    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・不妊に関する情報提供について、東京都が実施している「特定不妊治療費

助成制度」のパンフレット及び申請書を窓口で配布し、周知します。 

健康推進課 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【リプロダクティブ・ヘルス／ライツとは】 

 「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、人間の性と生殖の確立にかかわる包括的な考

え方です。リプロダクティブ・ヘルスとは、主に女性の全生涯において、身体的、精神的、

社会的に良好な健康状態であることとされ、リプロダクティブ・ライツは、女性が自らの意

思で妊娠・出産等について選択できる自己決定権を尊重し、リプロダクティブ・ヘルスを享

受する権利をいいます。 

取組みの方向 
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② 男女の生涯にわたる健康づくり 

 男女が互いの性差を理解・尊重するとともに、青少年の健全育成のためにも、性や健康に

関する正しい知識の普及啓発に努めます。 

 また、男女が生涯にわたる心身の健康づくりを支援します。特に、女性の健康づくりを推

進するため、ライフサイクルに応じた支援を行います。 

 

事業事業事業事業 41414141    エエエエイイイイズズズズ・・・・性性性性感染症感染症感染症感染症のののの予防啓発予防啓発予防啓発予防啓発    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・エイズ及び性感染症のまん延防止のため、感染予防の正しい知識の普及啓

発を、講演会・健康教育・リーフレット配布・アルタビジョン放映等を通

して行います。 

・早期発見のため、検査・相談を実施します。 

・区内の患者の療養支援充実を図ります。 

保健予防課 

 
事業事業事業事業 42424242    健康健康健康健康相談相談相談相談、、、、健康診健康診健康診健康診査査査査、、、、医療医療医療医療情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

健康相談、健康診査、医療情報

提供の実施数 

22222222 年度末年度末年度末年度末現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

◇健康相談：13,526 件 

◇健康診査：31,297 件 

◇医療情報の提

供は、健康教育や

健康相談、健康診

査の中で、また、

家庭訪問や直接

の来所、電話など

の相談において

も随時提供 

継続実施 継続実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・ライフステージごとの健康相談、健康診査、医療情報などを提供します。 

健康推進課 

各保健センター 

事業事業事業事業 43434343    女性女性女性女性のののの健康健康健康健康支援支援支援支援    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

女性の健康に関する自主的な

交流活動グループの設立数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

０団体 ２団体 

26 年度以降 

２団体 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★女性の健康づくりを推進するため、女性の健康週間イベントの開催、ライ

フサイクルに応じた効果的な啓発教材等を活用した正しい知識の普及、女

性の健康を支える活動、女性特有のがん対策を図ります。 

健康推進課 

保健予防課 

四谷保健センター 
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③ こころの健康支援 

 こころの健康づくりやこころの病気に関する知識の普及啓発を図るとともに、本人や家族

の支援および、事業者におけるこころの健康づくりを支援します。 

 また、こころの健康について、身近に相談できる環境を整備します。 

 

事業事業事業事業 44444444    メンタルヘルスのメンタルヘルスのメンタルヘルスのメンタルヘルスの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発とストとストとストとストレレレレススススママママネネネネジジジジメントメントメントメント    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

十分な睡眠がとれていると 

思う人の割合 

22222222 年度年度年度年度現況現況現況現況    

22 年度健康づくり区民意識調査    
29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

65.5％ 75％ 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・専門家による講演会や講習会、リーフレット配布等を通して、こころの病

気についての知識、ストレスの原因やライフスタイルに応じたストレスへ

の対処方法、休養の確保について、普及・啓発を行います。 

保健予防課 

事業事業事業事業 45454545    事業者事業者事業者事業者にににに対対対対するするするするこころこころこころこころのののの健康健康健康健康づくりのづくりのづくりのづくりの促進促進促進促進    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

メンタルヘルス対策講座の 

実施 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 1回 年 1回 各年度 1回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★事業者に対するワーク・ライフ・バランスを推進し、働きやすい職場環境

づくりを進めるためのセミナー等を実施します。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 46464646    身近身近身近身近にににに相談相談相談相談できるできるできるできる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

こころの問題について気軽に

相談できる場所・窓口を知って

いる人の割合 

22222222 年度年度年度年度現況現況現況現況    

22 年度健康づくり区民意識調査 

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

37.3% 70% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・こころの不調に悩んでいる方に対し、保健センターにおいて精神保健相談

等を行い、必要な指導や支援を行うとともに、区民にとって身近に相談で

きる場をわかりやすく周知していきます。 

・乳幼児健診等で母親対象のアンケートを実施し、育児不安や「うつ」の早

期発見・早期対応を行います。 

保健予防課 

各保健センター 
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【新宿区配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画】 

 

１ 新宿区配偶者等暴力防止及び被害者支援 

  基本計画策定にあたって 

 

（１）背景 

● 配偶者からの暴力は、犯罪につながる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわ

らず、今まで被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった現状があります。また、

「区民意識・実態調査」の「ＤＶについて、自分がされたことがある行為」の男女別の

割合をみると、ほとんどの設問で女性の回答割合が高く、配偶者からの暴力の被害者は

女性に偏りがちだという現状がわかります。 

女性に対する暴力が生み出される背景には、「男は仕事」、「女は家事、育児、介護」と

いった固定的な性別役割分担意識や、「夫は主人で、妻は従うもの」といった社会風潮

などがあり、男性の暴力に寛容な社会や男性優位の社会が暴力を生み出しています。 

配偶者からの暴力は、社会における男女の不平等な力関係を背景として、強者である

男性から弱者である女性に対し行われる人権侵害です。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者から

の暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要です。このことは、

女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組みにも沿うもので

す。 

国では、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るために平成 13（2001）年４月に「配偶者

暴力防止法」を制定し、平成 16（2004）年６月に第一次改正が行われ、さらに平成 19

（2007）年７月には、保護命令の拡充や区市町村についての規定の強化を柱とした改正

法が成立し、平成 20（2008）年１月に施行されました。しかし、配偶者に対する暴力そ

のものに対する社会全般の認識は、必ずしも向上していません。 

 

● 新宿区では、平成 20（2008）年２月に「新宿区男女共同参画推進計画」を策定し、人

権の尊重としての暴力根絶への取組みとして、人権侵害としての暴力等の防止のために、

「配偶者やパートナーからの暴力」の理解を深めるための講座の実施やリーフレットの

作成などの啓発、周知に取り組んできました。しかしながら配偶者やパートナーからの

暴力に対する認知度はまだまだ低い状態です。 

「区民意識・実態調査」によると「首をしめる・刃物を持ち出す等命の危険を感じる

行為を行う」82.5%、「殴る・蹴る・髪を引っ張る・物を投げつける等の行為をふるう」

82.4%などの身体的暴力、「意に反した性的な行為を強要する」76.9%、「避妊に協力しな

い」65.8%などの性的暴力は認識度が高いが、「行動を制限する」52.2%、「交友関係やメ
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ールをチェックする」44.5%などの社会的暴力や、「自由になるお金を制限する」43.4%

などの経済的支配などは、まだ認識度が低いということが見えてきました。 

また、「区民意識・実態調査」の中で、配偶者やパートナーからの暴力を受けた方の中

で「相談したかったが、相談しなかった」理由に、「誰に相談したらよいのかわからな

かった」56.0%で回答が一番多く、暴力を受けた時に相談する窓口の周知不足や、自分

さえ我慢すればいいという思いが、まだ根強くあり、相談までに至らないケースもある

という実態も浮き彫りになりました。 

配偶者やパートナーからの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるこ

とを広く周知し、引き続き啓発・防止に取り組まなければなりません。 

 

 ● 平成 19(2007)年７月に成立した改正法「配偶者暴力防止法」では地域の状況を踏まえ

区市町村における配偶者暴力対策基本計画の策定と配偶者暴力相談支援センター機能整

備を努力義務とし、被害者の自立支援に対する関係機関の連携強化など、被害者の立場

に立った、より実効性のある対策を取ることが求められています。 

新宿区では、他区に比べ婦人相談員、母子自立支援員及び保健センター等における外

国人からの相談件数が多いことや、ひとところに長く留まれない特定の居所を持たない

者からの相談件数が多いことなどがあげられ、その特性を考慮した計画を策定する必要

があります。 

さらに、最近では「デートＤＶ」と言われる若年層の恋人同士など親密な関係にある

男女間での暴力の問題が注目されています。配偶者等からの暴力を防ぐためには、若い

世代のうちから、配偶者・恋人等からの暴力の問題について考えることや、束縛される

ことは愛情ではないことなど、男性、女性ともに対等な関係であることを普及啓発して

いく必要があります。 

 

● 新宿区では、「配偶者暴力対策基本計画」を今回策定する「新宿区第二次男女共同参画

推進計画」に盛り込み、目標３＜ともにおもいやる＞「人権の尊重と配偶者等に対する

暴力のない社会の実現」を「新宿区配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画」として

位置づけます。また、「配偶者暴力防止法」では、暴力の対象が配偶者（事実婚含む）及

び元配偶者などの親密な関係での暴力に限定されていますが、「デートＤＶ」に対する対

策も計画に盛り込むため、計画の名称を「配偶者」に限定せず、「配偶者等暴力防止及び

被害者支援基本計画」とします。 

 

（２）計画の期間 

この計画は、平成 24（2012）年度から平成 29（2017）年度の６年間とします。 
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２ 新宿区のＤＶの現状 

（１）ＤＶだと思う行為の認識度 

 ＤＶだと思う行為・思わない行為については、すべての選択肢がＤＶに該当する行為であ

るにもかかわらず、「行動を制限する」（24.3％）、「何を言っても無視する」（28.2％）、「交友

関係やメールをチェックする」（31.7％）、「自由になるお金を制限する」（34.7％）、「他人に

悪口を言う」（34.0％）については、２割を超える方がＤＶだと思わない行為として回答して

います。 

 

■ＤＶだと思う行為、思わない行為 

 

資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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る

他
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％

ＤＶだと思う行為 ＤＶだと思わない行為
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（２）自分がされたことがあるＤＶ行為 

 自分がされたことがあるＤＶ行為については、女性は「『誰のおかげで食べられるんだ』、

『馬鹿』、等の暴言を言う、大声でどなる」が 12.0％と最も多く、次いで「何を言っても無

視する」が 9.9％、「行動を制限する」が 9.1％となっています。 

 男性では、「何を言っても無視する」が 8.5％と最も多く、次いで「交友関係やメールをチ

ェックする」が 6.5％、「他人に悪口を言う」が 6.0％となっています。 

 

■自分がされたことがあるＤＶ行為 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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男性（398人） 女性（593人）



 

 
60

（３）ＤＶについて相談した経験の有無 

 ＤＶをされたことがあると回答した方の相談経験の有無については、「相談した」との回答

は 29.9％となっています。男女別にみると、「相談した」は男性で 10.3％、女性で 37.0％と

なっています。 

 相談したと回答した方の相談相手については、「友人」が 57.3％、「家族・親戚」が 45.3％

と身近な方が多く、「区役所」（4.0％）、「東京ウィメンズプラザ」（2.7％）などの公的な機関

に相談した方は、「警察」（16.0％）を除いてわずかとなっています。 

 
■ＤＶについて相談した経験の有無 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 

 

■ＤＶについての相談先 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 

29.9

10.3

10.0

6.4

12.1

41.8

57.7

36.4

18.3

25.6

14.537.0

0 20 40 60 80 100

全体（n=251）

男性（n= 78）

女性（n=165）

％

相談した 相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった 無回答

全体（n=75）

45.3

16.0

10.7

8.0

5.3

4.0

2.7

1.3

1.3

0.0

0.0

4.0

0.0

57.3

0 20 40 60

友人

家族・親戚

警察

医師・カウンセラー

職場の人

民間の機関

区役所

東京ウィメンズプラザ

東京都女性相談センター

民生・児童委員

法務局人権相談窓口等

裁判所

その他

無回答

％
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 相談しようと思わなかった理由については、全体で「相談するほどのことではないと思っ

た」が 50.8％と最も多く、特に男性で 62.0％となっています。女性でも「相談するほどのこ

とではないと思った」が 43.8％と最も多くなっていますが、「相談しても無駄だと思った」

との回答も 32.5％となっています。 

 また、「相談する人がいなかった」が 13.8％、「誰に相談してよいのかわからなかった」が

13.1％となっています。 

 
■ＤＶについて相談しなかった理由 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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相談する人がいなかった

誰に相談してよいのかわからなかった

他人を巻き込みたくなかった

子どもがいるので我慢した

相談したことがわかると、自分や身内などに

                           仕返しを受けると思った

その他

特にない

無回答

％

全体（n=130）

男性（n=50）

女性（n=80）
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（４）ＤＶの相談件数 

 新宿区で受けているＤＶについての相談件数は、相談総件数の、1 割弱をしめています。

また、悩みごと相談室では、年々増加傾向にあります。 

 

■悩みごと相談室（ウィズ新宿で実施） 

 
■女性相談（新宿区福祉事務所で実施） 

 
※相談件数については、電話、面接相談の合計数字を使用しています。 
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件

相談総数（ＤＶ含む） うちＤＶ相談

5,921

4,965
5,039

490
415 385

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度

件

相談総数（ＤＶ含む） うちＤＶ相談

【悩みごと相談室をご存じですか】 

 新宿区立男女共同参画推進センター（ウィズ新宿）の「悩みごと相談室」では、月曜

日から土曜日まで面接及び電話による相談を実施しています。自分自身のこと、夫婦の

こと、仕事のこと、ＤＶのことなどさまざまな悩みごとを、問題解決に向けて相談員が

一緒に考えます。 

 

【女性相談】 

 新宿区福祉事務所（生活福祉課相談係）において、女性が抱える、失業や病気、路上

生活、望まない妊娠や出産、家庭内暴力等の問題の相談を婦人相談員が受けています。 
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（５）ＤＶを防止するために必要な対策 

 配偶者や恋人からの暴力行為を防止するために必要だと思うことについては、「身近な間柄

であっても暴力は人権侵害で、犯罪であるという意識づくりのための教育や啓発活動」が

56.9％と最も多く、次いで「『配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律』の

拡充・強化」が 17.0％となっています。 
 
■ＤＶを防止するために必要な対策 

 
資料：新宿区「男女共同参画に関する区民の意識・実態調査」（平成 22年 10月実施） 
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「配偶者等からの暴力の防止及び被害者の
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過激なビデオソフト・ゲームソフト・ＤＶＤ等の販売や
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家庭・学校において男女平等の教育を

　　　　　　　　　　　　積極的に取り組む

その他

特に対策の必要はない

無回答

％



 

 
64

＜ともにおもいやる＞ 

目標３ 人権の尊重と配偶者等に対する暴力のない社会 

  の実現【配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画】 

 

（（（（１１１１））））配偶者等配偶者等配偶者等配偶者等のののの暴力防止暴力防止暴力防止暴力防止にににに向向向向けたけたけたけた意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発とととと情報提供情報提供情報提供情報提供をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 配偶者等からの暴力は、人権を著しく侵害するもので、男女共同参画社会を形成してい

く上で、克服しなければならない重要な課題です。 

 配偶者等からの暴力を防止するためには、暴力について正しく理解することが必要です。

配偶者等からの暴力について正しく認識するために意識啓発や情報提供を行い、すべての

人がお互いの人権を尊重できる社会の実現をめざします。 

 
 
 

● 配偶者等からの暴力は、犯罪行為を含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、社会

的に配偶者等からの暴力※（ドメスティック・バイオレンス。以下「ＤＶ」という。）

に対する認識が低く、早期発見や自立支援につなげるためにも、ＤＶに対する正しい

知識とその危険性について適切な情報提供を行い、「ＤＶは重大な人権侵害である」と

いう意識を社会全体で共有することが必要です。 

● 「区民意識・実態調査」において、ＤＶだと思う行為・思わない行為について聞いた

ところ、すべての選択肢がＤＶに該当する行為であるにもかかわらず、「行動を制限す

る」（24.3％）、「何を言っても無視する」（28.2％）、「交友関係やメールをチェックす

る」（31.7％）、「自由になるお金を制限する」（34.7％）、「他人に悪口を言う」（34.0％）

については、２割を超える方がＤＶだと思わない行為として回答していますが、これ

らの行為は社会的・精神的暴力に該当します。 

  身体的暴力のように目に見える暴力以外の事柄でも、ＤＶにあたることがあるという

認識がまだ低いことが、調査結果からわかります。 

● 「区民意識・実態調査」において配偶者や恋人からの暴力行為を防止するために必要

だと思うことについては、「身近な間柄であっても暴力は人権侵害で、犯罪であるとい

う意識づくりのための教育や啓発活動」が 56.9％と最も多く、教育や啓発活動の重要

性がうかがえます。 

● ＤＶの根絶に向けて、「ＤＶは重大な人権侵害である」という意識啓発を図るとともに、

ＤＶの被害者への支援に関する情報が、性別を問わず区民に共有されるよう取り組む

必要があります。 

 

基本方針 

現状と課題 
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■対象者の範囲（イメージ図） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【配偶者等からの暴力とは】 

 配偶者暴力防止法が定める「配偶者からの暴力」とは、配偶者、事実上婚姻関係と

同様な事情にある者及び暴力を受けた後に離婚し配偶者であった者からの暴力を言

い、恋人や交際相手からの暴力は含みませんが、この計画においては、配偶者に加え、

恋人や交際相手などの親密なパートナーからの暴力も含め「配偶者等からの暴力」と

しています。 

 また、「配偶者からの暴力」はドメスティック・バイオレンス(Domestic Violence)

とも言われ、ＤＶは英語の Domestic Violence の略で、直訳すると「家庭内暴力」と

訳されますが、ここでは、配偶者等からの暴力という意味で使用しています。 

←←←←配偶者暴力防止法で対象とする範囲→→→→ 

←←←←      新宿区配偶者等暴力防止及び被害者支援基本計画で対象とする範囲      →→→→ 

 

配偶者配偶者配偶者配偶者    

（（（（事実婚含事実婚含事実婚含事実婚含むむむむ））））    

恋人恋人恋人恋人、、、、交際相手交際相手交際相手交際相手などのなどのなどのなどの

親密親密親密親密なパートナーなパートナーなパートナーなパートナー    
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① 配偶者等に対する暴力の根絶に向けた取組みの推進 

 ＤＶの被害者や加害者が、自分が受けている行為、行っている行為がＤＶであるというこ

とに気づき、暴力を防止できるよう、また、被害者が相談や自立に向けた行動を起こし、さ

まざまな支援につながるよう、ＤＶに関する意識啓発や情報提供を行います。 

 

事業事業事業事業 47474747    「「「「女性女性女性女性のののの人権人権人権人権」」」」にににに関関関関するするするする意識意識意識意識のののの向上向上向上向上    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

性と生の講座の実施 

23232323年年年年度末度末度末度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 3回 年 3回 各年度 3回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★「女性の人権」に関する広報・啓発活動を進め、女性に対する暴力の根絶

に向けて、社会全体の意識の向上を図ります。 

★女性の性に関する講座を実施します。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 48484848    配偶配偶配偶配偶者等者等者等者等にににに対対対対するするするする暴力暴力暴力暴力のののの防止防止防止防止    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

区政モニターアンケートにお

けるＤＶに関する設問で「ＤＶ

だと思う行為」の認識度 

22222222 年度年度年度年度のののの現況現況現況現況    

22 年度区民意識実態調査結果     

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

63.8% 80% 対前年度増 

内内内内容容容容    担当課担当課担当課担当課    

★配偶者等の暴力に関する正しい知識や理解を促進するための講座を開催

します。 

★学生などの若年層を対象にデートＤＶに関する講座を開催します。 

・配偶者等の暴力を防止するためのパンフレットを作成し、配布します。 

・女性問題に関する相談機関連携会議において、加害者に対する暴力再発防

止のための取組みを行います。 

男女共同参画課 

 
 
 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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（（（（２２２２））））被害者被害者被害者被害者のののの相談体制相談体制相談体制相談体制をををを充実充実充実充実しますしますしますします 

 
 

 被害者が抱える多様で複雑な問題を、被害者が一人で悩むことなく安心して相談できる

よう、広く相談窓口を周知するとともに、関係する相談機関との連携を図り、被害者一人

ひとりの状況に応じた相談体制の充実を図ります。 

 
 
 

● ＤＶに関する相談窓口は、被害者の今後の自立に向けた支援につなげるための第一歩

としてとても重要な機関となります。 

● 「区民意識・実態調査」において、ＤＶをされたことがあると回答した方の相談経験

の有無については、「相談した」との回答は29.9％で、その相談相手は、「友人」が57.3％、

「家族・親戚」が 45.3％と身近な方が多く、「区役所」（4.0％）、「東京ウィメンズプラ

ザ」（2.7％）などの公的な機関に相談した方は、「警察」（16.0％）を除くいてわずか

となっています。 

● 相談経験の有無の中で、相談しようと思わなかった理由については、「相談するほどの

ことではないと思った」が 50.8％と最も多くなっていますが、「相談する人がいなかっ

た」が 13.8％、「誰に相談してよいのかわからなかった」が 13.1％となっています。 

● 身近な人がＤＶの被害を受けていることがわかった場合にどのような対応をするかに

ついては、「暴力を受けている人の相談にのる」が 55.8％と最も多いものの、相談窓口

に行くことを勧めたり（46.6％）、一緒に相談窓口に行ったりする（38.7％）との回答

も多くなっています。 

● ＤＶの被害者だけでなく、広く区民全体に身近な相談窓口の周知を図るとともに、Ｄ

Ｖの被害者が相談しやすい仕組みを充実させ、相談窓口が相互に連携を図りながら一

体的に支援を行えるよう、関係機関とのネットワークの強化を図ることが重要です。 

 

 
  

基本方針 

現状と課題 
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① 相談支援体制の充実 

 複雑で多様化したＤＶの問題を、被害者が一人で悩むことなく安心して相談できるよう、

きめ細やかで、適切な助言ができる相談体制を充実するとともに、相談窓口の周知を図りま

す。 
 

事業事業事業事業 49494949    女性女性女性女性へのへのへのへの暴力暴力暴力暴力にににに関関関関するするするする相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備整備整備整備    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

区政モニターアンケートに 

おける区のＤＶ相談窓口の 

認知度 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

― 80% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・相談窓口の周知や相談機関との連携を強化し、被害者が相談しやすい環境

づくりを進めます。 

・女性問題に関する相談機関連携会議を通じて、都と区、関係機関とのネッ

トワークの強化を図ります。 

・相談窓口において、相談者に対する迅速で適切な対応を行います。 

男女共同参画課 

生活福祉課 

・広報紙やホームページを活用し、相談窓口、相談業務の周知徹底を図りま

す。 

男女共同参画課 

・被害者に接する職員に対し、研修等への参加を促進し、人材育成を図りま

す。 

男女共同参画課 

生活福祉課 

 
② 多様な被害者への対応 

 外国人等のＤＶ被害者に対して、相談窓口の周知を図り安心して相談できる体制を整備し

ます。 

 

事業事業事業事業 50505050    外国人被害者外国人被害者外国人被害者外国人被害者へのへのへのへの対応対応対応対応    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・相談窓口の情報を多言語で提供します。 

男女共同参画課 

生活福祉課 

文化観光国際課 

・相談内容を正しく理解するために相談時に通訳の確保をします。 

・外国人相談窓口を運営します。 

生活福祉課 

文化観光国際課 

 

取組みの方向 
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（（（（３３３３））））被害者被害者被害者被害者のののの安全確保安全確保安全確保安全確保とととと自立自立自立自立のためののためののためののための支援支援支援支援をををを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 ＤＶの被害者は、配偶者等からの暴力により生命を脅かされる危険があります。まずは、

被害者の身の安全を確保することが必要です。また、加害者から守るだけではなく、被害

者が自立して生活を送れるよう多方面から支援していきます。 

 
 
 

● ＤＶの被害者は、暴力により生命に危険が及ぶ場合もあり、その被害者への対応は一

刻を争うことも多く、被害者の安全確保に向けて警察などの関係機関と連携して早急

に対応することが求められています。 

● 安全確保の方法として、一時保護がありますが、一時保護はＤＶ被害者の安全を確保

するだけではなく、心身の健康の回復も目的とし、自立に向けたさまざまな生活の支

援も行います。そのため、ＤＶ被害者の立場に立ち、適切な支援を行うとともに、加

害者に被害者の情報が漏れないよう努める必要があります。 

● ＤＶは、児童虐待にもつながる可能性が高いため、あらゆる視点からＤＶ被害者の状

況を確認し、関係機関の連携による支援を行う必要があります。 

● ＤＶ被害者の置かれた立場を理解し、安心できる暮らしを確立するために、相談、安

全の確保から経済的な自立に向け、就労、住宅の確保、子育て支援など、各分野にお

いて切れ目のない支援を進めるため、関係機関の連携体制の強化が必要です。 

 

 
  

基本方針 

現状と課題 



 

 
70

 
 
① 被害者の安全確保 

 緊急保護を要する被害者及びその子ども等の一時保護を行い、ＤＶ被害者の安全確保に努

めます。 
 

事業事業事業事業 51515151    女性及女性及女性及女性及びびびび母子緊急一時保護母子緊急一時保護母子緊急一時保護母子緊急一時保護    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・緊急保護を要する女性及び母子を一時的に保護し、身体の安全の確保と

自立を支援します。 

生活福祉課 

 
② 被害者の自立に向けた支援 

 被害者が自立するためには、さまざまな機関からの支援が必要です。関係するさまざまな

機関と連携し、ＤＶ被害者の自立に向けた切れ目のない支援をします。 

 

事業事業事業事業 52525252    民間団体民間団体民間団体民間団体・・・・ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ等等等等とのとのとのとの連携連携連携連携    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・行政、民間団体等が連携し、被害者に対する緊急一時保護事業や被害女

性への自立支援の連携体制を整備します。 

生活福祉課 

 

取組みの方向 
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（（（（４４４４））））配偶者等配偶者等配偶者等配偶者等のののの暴力防止暴力防止暴力防止暴力防止にににに向向向向けたけたけたけた推進体制推進体制推進体制推進体制をををを充実充実充実充実しますしますしますします 

 
 

 配偶者等の暴力防止は、行政及び民間団体のさまざまな機関がかかわって対応していく

必要があります。そのためには、各機関との連絡調整及び連携を密に取る必要があります。

新宿区の特性を踏まえて配偶者等の暴力防止を図るためには、どのような体制が良いのか、

推進体制について検討し、充実を図ります。 

 
 
 

● 配偶者等からの暴力の防止と切れ目のないＤＶ被害者支援を推進するためには、国及

び東京都をはじめとする関係機関や民間団体、ＮＰＯ法人等との連携が不可欠です。

また、区役所内の関係各課との連携強化も重要です。 

● 関連するすべての機関が共通認識をもち、緊密かつ円滑な相互連携・推進体制の強化

を図るとともに、ＤＶ被害者への更なる被害（二次被害）が生じることがないよう、

庁内関係部署及び関係機関の職員に対する意識啓発を行うことも重要です。 

● 現在、新宿区においては、男女共同参画推進センター「ウィズ新宿」悩みごと相談室

において悩みごと相談、ＤＶに関する情報提供を行うとともに、生活福祉課において、

相談、情報提供、自立に向けた支援を行っています。 

● 平成 20 年１月に施行された改正「配偶者暴力防止法」で、区市町村が設置する適切な

施設において、配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすことが努力義務と

なり、新宿区においても、さらなる取組みの強化を図るため、配偶者暴力相談支援セ

ンター設置に向けた検討を行う必要があります。 

 

 

  

【二次被害】 

 被害者が窓口等で相談する中で、不適切な対応を受けることによってさらに傷つけら

れることをいいます。例えば、暴力を受けたことを窓口で繰り返し説明させられたり、

職員などの対応や言動に配慮に欠けていたりする時などがあります。 

基本方針 

現状と課題 
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① 関係機関との連携強化 

 ＤＶの防止に向けて、関係するすべての機関が共通認識をもち、緊密な相互連携・推進体

制の強化を図ります。 

 

事業事業事業事業 53535353    関係機関関係機関関係機関関係機関とのネットワークとのネットワークとのネットワークとのネットワーク整備整備整備整備    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・庁内における関係各課との連携により、配偶者等暴力防止及び被害者支援

基本計画の推進体制を強化します。 

・女性問題に関する相談機関連携会議を通して、関係機関との連携を強化し

ます。 

男女共同参画課 

 
② 配偶者暴力相談支援センター設置の検討 

 ＤＶ被害者への相談から自立までのきめ細かな切れ目のない支援を行うことができるよう、

配偶者暴力相談支援センターの設置に向けた検討を進めます。 

 

③ 国・都への要望と広域的対応に必要な連携の強化 

 国や都に対し法整備等の要望をするとともに、必要に応じ連携しながら計画を推進します。 

 

 

事業事業事業事業 54545454    配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援センターセンターセンターセンター設置設置設置設置のののの検討検討検討検討    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

配偶者暴力相談支援センター

の計画期間内の設置検討 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

０所 １所 － 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・配偶者暴力相談支援センターの設置に向けた検討を行います。 男女共同参画課 

事業事業事業事業 55555555    国国国国・・・・東京都東京都東京都東京都へのへのへのへの要望要望要望要望とととと連携連携連携連携のののの強化強化強化強化    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・国や都で施策を進めることが適切なものについて、国・都に対し要望し

ます。 

・広域的な対応ができるように、国や東京都との連携を強化します。 

男女共同参画課 

取組みの方向 
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＜ともにかがやく＞ 

目標４ あらゆる場面における男女共同参画の推進 

 

（（（（１１１１））））あらゆるあらゆるあらゆるあらゆる場面場面場面場面におけるにおけるにおけるにおける男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの意識意識意識意識づくりをづくりをづくりをづくりを行行行行いますいますいますいます 

 
 

 男女があらゆる分野で社会の対等な構成員として能力と個性を発揮できるよう、区民一

人ひとりが人権や男女平等についての理解を深めていけるよう努めます。 

 また、次代を担う子どもたちが、男女共同参画を理解し、将来を見通した自己形成がで

きるよう取組みを進めます。 

 

 
 
 

● 平成 11 年に「男女共同参画社会基本法」が制定されて 10 年以上が経過し、男女共同

参画を取り巻く法律や制度は、大きく前進しました。新宿区においても平成 16 年に「男

女共同参画推進条例」を制定し、同条例に基づく「男女共同参画推進計画」により、

さまざまな事業を推進しています。しかしながら、男女共同参画社会の実現に向けて

は、まだ道半ばの状況にあり、さまざまな課題への対応が求められています。 

● 女性の社会参加は進んできましたが、政治の分野をはじめ、官公庁、企業などで、方

針決定の場に係わる女性はまだ少ない状況にあります。また、誰もが社会のあらゆる

分野に主体的に参画していくためには、その個性と能力を十分に発揮できる機会を確

保していかなければなりません。 

● 「区民意識・実態調査」によると、男女共同参画に関する言葉で聞いたことのあるも

のは、「男女共同参画社会基本法」が 44.0％、「新宿区男女共同参画推進条例」が 26.5％

と低く、また、新宿区で実施している男女共同参画にかかわる取組み事業の認知度に

ついても、いずれも３割を下回る結果となっており、十分に周知できていない状況が

うかがえます。そのため、あらゆる媒体やあらゆる機会を通じて、啓発活動をより一

層推進する必要があります。 

● 男女共同参画社会を実現するためには、区民一人ひとりが男女共同参画について正し

い知識をもつとともに、男女共同参画の必要性について認識を深めることが重要です。

「区民意識・実態調査」によると、男女共同参画を進めるために区が力を入れるべき

ことでは、「平等意識を育てる学校教育の充実」が 22.3％となっています。さらに、学

校教育の場において「男女にかかわらず、相手を人として尊重する指導をする」こと

が 75.1％と最も求められていることから、男女共同参画の視点を持った教育を継続し

て行う必要があります。 

 

 

基本方針 

現状と課題 
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① 男女共同参画に向けた意識の形成 

 区民一人ひとりが男女共同参画に関する正しい知識を得られるよう、フォーラムやホーム

ページ等のさまざまな機会や多様な媒体を活用し、広報・啓発活動を行います。 
 

事業事業事業事業 56565656    男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画にににに関関関関するするするする情報提供情報提供情報提供情報提供    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・広報紙やホームページ等により、男女共同参画について区民にわかりやす

く積極的な情報提供を行います。 

区政情報課 

★情報誌や広報紙・ホームページで、男女共同参画に関する国内外の情報や

さまざまな施策、取組みを紹介します。 

・男女共同参画に関する図書等の充実を図り、貸し出しを行います。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 55557777    男女平等男女平等男女平等男女平等・・・・男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画をををを目指目指目指目指したしたしたした講演会講演会講演会講演会のののの開催開催開催開催    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

男女共同参画フォーラムの参

加人数 

22222222 年度年度年度年度のののの現況現況現況現況    27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

248 人 400 人 各年 400 人 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★男女平等・共同参画を目指した講演会やフォーラムなどの催しを開催しま

す。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 55558888    相談事業相談事業相談事業相談事業のののの充実充実充実充実    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・ライフスタイルの変化等により多様化する悩みに対して、面接や電話によ

る相談を行います。 

・相談機関相互で連携を取り合い、ネットワークを結べるような体制の充実

を図ります。 

男女共同参画課 

 
 
 
 
 
 
 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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② 男女共同参画に関する調査・研究の充実 

 男女共同参画に関する実態を把握するため、調査・研究活動を行います。 

 

事業事業事業事業 59595959    男女平等男女平等男女平等男女平等・・・・男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画にににに関関関関するするするする区民意識調査区民意識調査区民意識調査区民意識調査のののの実施実施実施実施    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女平等・共同参画に関する意識・実態調査を実施します。（再掲…事業

番号 27） 

男女共同参画課 

 
③ 学校教育における男女共同参画の推進 

 教育は、男女共同参画意識をはぐくむ重要な役割を担っていることから、学校教育におい

て、人権尊重を基盤とした男女平等教育を推進するとともに、自らの生き方を主体的に選択

できる能力を育てる教育を推進します。 

 また、教職員についても、男女平等教育を推進するための研修会等への参加を促進します。 

 

事業事業事業事業 60606060    男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの視点視点視点視点からのからのからのからの教育活動教育活動教育活動教育活動のののの編成編成編成編成    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

人権尊重の考え方に基づく 

教育課程の編成 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

22229999 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

区立全校実施 区立全校実施 区立全校実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間において、個性尊重及び男

女平等の考えを児童・生徒に身につけさせます。 

教育指導課 

★男女共同参画を考える啓発誌により、小学生（5年生対象）に対して、男

女平等の意識啓発を進めます。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 61616161    適切適切適切適切なななな進路指導進路指導進路指導進路指導のののの徹底徹底徹底徹底    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

進路指導主任研修会の開催 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

22229999 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 5回 年 5回 年 5回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・児童・生徒が進路を選択する際、性の違いによる先入観にとらわれること

なく、個性と能力に基づく主体的選択ができるよう、適切な進路指導を行

います。 

教育指導課 
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事業事業事業事業 62626262    男女平等教育研修男女平等教育研修男女平等教育研修男女平等教育研修のののの充実充実充実充実    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

人権教育研修会の参加率 

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

97.5% 100% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・教職員の意識を高め、男女平等への理解を促進するため、教職員を対象と

した人権教育研修を、より一層充実します。（再掲…事業番号 31） 

教育指導課 

事業事業事業事業 66663333    女性女性女性女性教員教員教員教員のののの管理職昇任選考管理職昇任選考管理職昇任選考管理職昇任選考のののの受験勧奨受験勧奨受験勧奨受験勧奨    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・女性教員の管理職昇任選考の受験を勧奨します。 教育指導課 

事業事業事業事業 66664444    保護者保護者保護者保護者へのへのへのへの学習機会学習機会学習機会学習機会やややや情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★講座や情報誌などで、子どもの保護者を対象に、男女共同参画に関する

学習機会や情報提供を行います。 

男女共同参画課 
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④ 家庭・地域での男女共同参画の推進 

 男女が家庭生活や地域生活をともに担うことができるよう、理解を深める学習機会や情報

の提供等により、男女共同参画の意識づくりを推進します。 

 

事業事業事業事業 66665555    家庭家庭家庭家庭・・・・地域団体地域団体地域団体地域団体にににに対対対対するするするする多様多様多様多様なななな学習機会学習機会学習機会学習機会やややや情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ＰＴＡ等研修での情報提供の

実施 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

幼稚園・小学校・

中学校ＰＴＡ等

の家庭教育学

級・講座担当者向

けで情報提供を

実施 

幼稚園・小学校・

中学校ＰＴＡ等

の家庭教育学

級・講座担当者向

けで情報提供を

実施 

継続実施 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・ＰＴＡ等が主体的に取り組む家庭教育学級・講座の担当者向け研修会での

事例の情報提供等を通じて、男女共同参画の推進の一助とします。 

教育支援課 

・区民プロデュース講座を開催し、区民や区内の学習団体が男女の別なく自

主的に講座を企画・運営する機会を提供します。 

・指導者を希望する区民を、生涯学習指導者・支援者バンクに登録し、必要

とする区民に紹介します。 

・レガスまつりや生涯学習館まつり等を開催することにより、男女ともに参

加していくきっかけづくりにします。 

・財団ホームページで各種事業案内・講座申込み・施設利用情報管理・各種

情報提供を行います。 

・職場以外の地域活動等に疎遠になりがちな方を対象に、学習活動普及事業

を地域活動デビュー講座として実施し、男女ともに活動に参加していくき

っかけづくりにします。 

（再掲…事業番号 25） 

生涯学習 

コミュニティ課 

事業事業事業事業 66666666    女性女性女性女性のののの視点視点視点視点をををを取取取取りりりり入入入入れたれたれたれた避難所避難所避難所避難所のののの整備整備整備整備    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・女性のニーズを反映した避難所の整備を行います。 

・女性の視点を取り入れた避難所運営を推進します。 

危機管理課 
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（（（（２２２２））））女性女性女性女性のののの活躍活躍活躍活躍をををを支援支援支援支援するためのしくみをつくりますするためのしくみをつくりますするためのしくみをつくりますするためのしくみをつくります 

 
 

 男女共同参画社会の実現に向けて、政策・方針決定過程への女性の参画を推進するとと

もに、あらゆる分野における女性の活躍を支援します。 

 

 
 
 

● 政策・方針等の意思決定における男女共同参画を進めていくためには、あらゆる活動

に男女がともに責任をもって参画していくとともに、区民一人ひとりが社会や政治に

関心をもち、あらゆる分野の政策・方針決定の場に参画できる環境づくりを進めるこ

とが重要です。 

● 平成 23 年４月１日現在の、区の審議会等における女性委員の比率は 35.7％、全審議会

における女性委員のいる審議会の比率は 92.6％で、「新宿区男女共同参画推進計画」で

掲げたそれぞれの目標値（「平成 23 年度 40％」、「平成 23 年度 100％」）を、審議会等

における女性委員の比率では 4.3 ポイント、全審議会における女性委員のいる審議会

の比率では 7.4ポイント下回っています。 

● 区の政策・方針決定の場に男女共同参画の視点を取り入れることができるよう、一方

の性にかたよりのない、審議会等への参画を引き続き推進するとともに、新しい時代

の男女共同参画を担う人材の育成を進める必要があります。 

● 「区民意識・実態調査」によると、女性の年代別労働力率について、「30～34 歳」に一

度下がるものの、「25～49 歳」まで 70％以上で推移しており、極端なＭ字曲線は描い

ていません。しかしながら、「25 歳以上」の女性では、すべての年齢において、「就労

している人」の割合が「男性」より低くなっています。 

● 今後さらに、就職、就業継続、再就職やさまざまな活動への参画支援、起業・創業な

どに関する情報提供や相談、学習支援を通じて、女性の意欲と能力を生かし、女性が

活躍するためのチャレンジ支援策を多面的に充実していく必要があります。 

 

 

 
 
  

【Ｍ字曲線とは】 

 日本の女性の年齢別の労働力率（労働力人口/15 歳以上の人口）を折れ線グラフにす

ると、20 歳代半ばと50 歳代前後に２つのピークを持ついわゆるＭ字型の曲線になるこ

とをさします。これは、結婚や出産を機に労働市場から退出し、子育てが一段落すると

再び労働市場に参入する女性が多いことを反映しています。 

基本方針 

現状と課題 
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① 女性の政策・方針決定過程への参画 

 区の政策・方針決定過程にさらなる女性の参画が図られるよう、区の審議会等への女性の

参画を積極的に推進します。 

 また、区民に対し、あらゆる場面における女性の政策・方針決定過程への参画を促すとと

もに、区女性職員を管理職に積極的に登用するための働きかけを行います。 
 

事業事業事業事業 66667777    審議会等審議会等審議会等審議会等におけるにおけるにおけるにおける女性女性女性女性のののの積極的積極的積極的積極的なななな登用登用登用登用    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

区の審議会等における女性 

委員の割合 

23232323年年年年 4444月月月月のののの現況現況現況現況    27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

35.7% 40% 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★区の審議会等の男女の比率について、一方の性が 40％を割らないことを

目指します。 

★女性委員のいない審議会を解消します。 

各課 

事業事業事業事業 66668888    女性女性女性女性のののの政策政策政策政策・・・・方針決定過程方針決定過程方針決定過程方針決定過程へのへのへのへの参画参画参画参画にににに向向向向けけけけたたたた意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★情報誌等を通じて、あらゆる場面における女性の政策・方針決定過程への

参画に向けた意識啓発を行います。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 69696969    政策政策政策政策・・・・方針決定過程方針決定過程方針決定過程方針決定過程へのへのへのへの女性職員女性職員女性職員女性職員のののの参画参画参画参画のののの推進推進推進推進    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・区の女性職員が積極的に管理監督者を目指せるよう、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進等、管理職や係長級職員として働きやすい環境を整えます。 

各課 

・職員配置や職務分担の決定に際し、男女平等の視点から能力主義の更なる

徹底を図ります。 

人事課 

各課 

★職員に対する男女共同参画の意識啓発を行います。 

人材育成等担当課 

男女共同参画課 

 
 

取組みの方向 

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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② 女性の人材育成とチャレンジ支援 

 女性の意欲と能力を生かすため、女性の就職・再就職支援を行うとともに、起業等の新た

な分野に挑戦する女性の支援を行います。 

 また、区の各種団体や活動等において、女性のエンパワーメントを図るため、学習機会を

提供し、人材育成を推進します。 

 

事業事業事業事業 70707070    女性女性女性女性のののの人材育成支援人材育成支援人材育成支援人材育成支援    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★女性リーダーの発掘・育成のため、各種催しや講座の企画・運営にあたり、

できる限り実行委員会方式を取り入れます。 

男女共同参画課 

事業事業事業事業 71717171    女性女性女性女性のののの就職就職就職就職・・・・再就職支援再就職支援再就職支援再就職支援    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

育児ママの再就職準備講座 

開催回数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    

（（（（予定予定予定予定））））    

27272727 年度目標年度目標年度目標年度目標※※※※    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

年 4回 年 4回 各年度 4回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

★子育て中の女性などの再就職支援に向けた、準備講座を開催します。 男女共同参画課 

・民間専門業者の女性対象セミナー等の活用を検討します。 消費者支援等担当課 

事業事業事業事業 72727272    自立自立自立自立にににに向向向向けたけたけたけた支援支援支援支援のののの推進推進推進推進    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ひとり親家庭自立支援促進数 

 

※次世代育成支援計画に基づき目標

年度は 26年度とする。 

22222222 年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    26262626 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別年度別年度別年度別目標目標目標目標    

・相談件数 1,529 件 

・自立支援プログラム 

 策定者数 45人 

・就労 45 人 

・相談件数 2,000 件 

・自立支援プログラム 

 策定者数 66人 

・就労 70 人 

対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・女性の自立に向けた取組み事例を情報誌等で紹介します。 

・女性の自立に関連する図書や資料の充実を図ります。 

男女共同参画課 

・ひとり親家庭に対し、きめ細やかな就労支援を展開するために、自立支援

プログラム策定を中心に、個々の状況に応じた自立支援計画を策定し、ハ

ローワークなどの関係機関との連絡調整を行うとともに、能力開発制度の

利用を促進します。 

子ども家庭課 

  

※新宿区第二次実行計画（平成 24年度～27年度）において定めた指標については、27年度目標として掲載し

ています。 
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事業事業事業事業 73737373    起業支援起業支援起業支援起業支援のののの充実充実充実充実    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・商工相談における創業相談時に、起業に関する基礎知識や経営ノウハウの

助言・指導を行います。 

・高田馬場創業支援センターにおいて、「場」の提供とともに、各種セミナ

ーや相談を通じ経営に関する基礎知識や経営ノウハウが習得できるよう、

経営者の育成支援を行います。 

産業振興課 

 
 

 
 
 

【エンパワーメントとは】 

 力（パワー）をつけることの意です。女性のエンパワーメントは、女性が自分自身の

生活と人生を決定する権利と能力を持ち、さまざまなレベルの意思決定過程に参画し、

社会的・経済的・政治的な状況を変えていく力をもつことを意味します。 
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（（（（３３３３））））男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの視点視点視点視点をををを持持持持ったったったった地域地域地域地域づくりをづくりをづくりをづくりを進進進進めますめますめますめます 

 
 

 男女がともに参画し、豊かな地域を創造するために、性別による役割分担ではない、あ

らゆる人の能力や適性を重視した、地域社会をともに担うためのしくみづくりを推進しま

す。また、新宿区男女共同参画推進条例の基本理念のひとつでもある「国際協力と理解」

に基づき、国際理解のもとに支援や交流を深めながら、地域における男女共同参画を推進

していきます。 

 

 
 
 

● 男女共同参画社会の実現のためには、すべての区民が仕事と家庭生活はもとより、地

域社会の一員としての自覚をもって、さまざまな活動に参画していくことが重要です。

そのためには、区民の地域参加を促すきっかけづくりと、地域相互の理解や活動の場

が必要です。 

● 「区民意識・実態調査」において、「地域活動の場で男女平等になっている」と感じて

いる割合は 48.6％と「学校教育の場で」の 69.3％に次いで高い割合になっています。

平成 19 年に実施した調査結果と比較すると、9.4ポイントの伸びとなっており、地域

活動の場における男女平等意識は着実に浸透しています。しかし、地域活動の新たな

担い手の育成や、若年層の地域活動への参加促進などの課題もあります。 

● 区の外国人登録人口は、平成 23 年 4 月 1 日現在 34,968人で、区全体の人口の約 1 割

を占めています。外国人との共生は、地域の中、あるいは家庭の中でどう共生してい

くかを考え、相手を認めて共に生きていくことが何より大切です。今後も引き続き、

お互いに理解し合い、支援や交流を深めながら男女共同参画を推進していくことが重

要です。 

 

 

 

  

【新宿区立男女共同参画推進センター（ウィズ新宿）をご存知ですか】 

 区では、女性の地位向上と社会参加の促進、男女共同参画社会の実現を図るための「学

習・交流・連帯」の場として、新宿区立男女共同参画推進センター（ウィズ新宿）を設

置しています。ぜひ、地域における男女共同参画推進の拠点としてご活用ください。 

〈主な業務〉 

 ワーク・ライフ・バランスの推進、悩みごと相談室、フォーラムや講座の開催、 

 男女共同参画に関する情報提供、図書等の貸出しサービス、会議室の貸出しなど 

基本方針 

現状と課題 
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① 地域活動における男女共同参画の促進 

 男女がともに地域社会をともに担うための仕組みづくりを推進するため、参考となる事例

を紹介することにより、区民それぞれのライフスタイルに合った地域活動が展開できるよう

支援します。 
 

事業事業事業事業 74747474    地域活動地域活動地域活動地域活動へのへのへのへの参加参加参加参加のののの促進促進促進促進    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・全庁で行われている様々な人材募集・育成事業を一括して紹介し、地域活

動に関心のある方が自分に合ったものを見つけられる仕組みを検討しま

す。 

・地域活動を支える人材育成を目指します。 

生涯学習 

コミュニティ課 

 
② 国際化への対応 

 外国人と日本人が互いの生活や文化を理解・尊重し、誰もが暮らしやすく活動しやすいま

ちにしていくため、身近な地域で交流を進め、国際理解を深めることができるよう、情報提

供の充実を図ります。 

 また、外国人が安心して暮らすことができるよう、多言語による情報提供や相談体制の充

実を図ります。 

 

事業事業事業事業 75757575    外国人外国人外国人外国人へのへのへのへの支援支援支援支援とととと交流交流交流交流    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

ネットワーク構築のための 

連絡会（多文化共生連絡会）の

開催数 

23232323年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況

（（（（予定予定予定予定））））    

29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

15 回 15 回 15 回 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・しんじゅく多文化共生プラザを拠点として、情報提供、日本語学習、各種

講座、イベントを実施し、交流を深め相互理解の促進を図ります。 

・地域住民や活動団体などのネットワーク化を図り、情報の共有とネットワ

ークが主体となった事業を実施します。また、これらのネットワーク事業

を通じて、外国人の参加を促進していきます。 

・国外・国内の友好都市との交流を推進します。 

・国際交流が地域に根差すよう、各種事業を継続して実施します。 

文化観光国際課 

  

取組みの方向 
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事業事業事業事業 76767676    外国人外国人外国人外国人へのへのへのへの情報提供情報提供情報提供情報提供    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

外国語ホームページへの 

アクセス数 

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

288,615 件 300,000 件 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・外国語版広報紙・生活情報紙を発行します。 

・外国語版ホームページにより、生活情報等を外国人に提供します。 

文化観光国際課 

事業事業事業事業 77777777    外国人相談窓口外国人相談窓口外国人相談窓口外国人相談窓口のののの運営運営運営運営    

主主主主

なななな

指指指指

標標標標    

相談件数 

22222222年度末年度末年度末年度末のののの現況現況現況現況    29292929 年度目標年度目標年度目標年度目標    年度別目標年度別目標年度別目標年度別目標    

4,847 件 5,000 件 対前年度増 

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・外国人相談窓口を運営します。 文化観光国際課 
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＜ともにすすめる＞ 

目標５ 計画の推進に向けて 

 

（（（（１１１１））））区民区民区民区民やややや事業者事業者事業者事業者、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ等等等等のののの参加参加参加参加によりによりによりにより男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画をををを推進推進推進推進しますしますしますします 

 
 

 区民、地域団体、事業者、ＮＰＯ等、さまざまな立場の人々や団体と協働することによ

り、本計画を着実に推進します。 

 また、庁内関係各課との連携により、男女共同参画関連施策を着実に実行するとともに、

国や都への法整備等に関する要望や、男女共同参画推進に向けた事業連携を図ります。 

 
 
 

● 男女共同参画社会を形成するためには、男女を取り巻く社会的背景を認識したうえで、

あらゆる分野での取組みを展開することが重要です。区が直接行う取組みだけではな

く、区民一人ひとりや事業者、ＮＰＯ等と協働して男女共同参画をともに推進してい

くことが重要です。 

● 新宿区では、「新宿区男女共同参画推進条例」に基づき、区長の附属機関として「新宿

区男女共同参画推進会議」を設置し、男女共同参画に関する基本的な事項についての

調査審議を行っています。 

● 男女共同参画の推進に向けて、区内で活躍する女性団体等で構成される「しんじゅく

女性団体会議」を運営し、男女共同参画に関するさまざまな課題の意見交換や活動報

告等を行っています。 

 
 
  

基本方針 

現状と課題 
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① 区民参加による男女共同参画の推進 

 男女共同参画の推進にあたり、専門的意見や区民の声を積極的に取り入れるため、学識経

験者や公募区民などにより構成される「男女共同参画推進会議」を運営します。 

 

事業事業事業事業 78787878    男女共同参画推進会議男女共同参画推進会議男女共同参画推進会議男女共同参画推進会議のののの運営運営運営運営    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女共同参画に関する基本的な事項についての審議や、計画の実施状況を

継続的に点検し、施策の方向性について提言していく男女共同参画推進会

議を運営します。 

男女共同参画課 

 
② 事業者やＮＰＯ等との協働による男女共同参画の推進 

 「しんじゅく女性団体会議」の運営等により、男女共同参画の推進に向けて事業者やＮＰ

Ｏ等の幅広い意見の反映に努めるとともに、協働により講座等を開催します。 

 

事業事業事業事業 79797979    しんじゅくしんじゅくしんじゅくしんじゅく女性団体会議等女性団体会議等女性団体会議等女性団体会議等のののの運営運営運営運営    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女共同参画の推進に向けて、男女共同参画に関する意見交換等を行うた

め、区内で活躍する女性団体等により構成される、しんじゅく女性団体会

議を運営します。 

男女共同参画課 

 
 

取組みの方向 
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（（（（２２２２））））庁内庁内庁内庁内におけるにおけるにおけるにおける計画計画計画計画のののの推進体制推進体制推進体制推進体制をををを充実充実充実充実しますしますしますします 

 
 

 男女共同参画に関する施策を着実に推進するため、「男女共同参画行政推進連絡会議」に

おける組織の枠組みを超えた横断的な対応を通じて、男女共同参画社会の実現に向けた取

組みを行います。 

 
 
 

● 男女共同参画に関する施策を着実に推進し、本計画を実効性のあるものにしていくた

めには、その基盤となる庁内の推進体制と進捗状況の点検・評価体制が重要です。 

● 計画期間内において、年度ごとの関連する施策の進捗状況調査や、施策の評価をする

ことにより、計画の着実な推進を図る必要があります。 

● 新宿区では、庁内の連絡調整機関として「新宿区男女共同参画行政推進連絡会議」を

設置し、全庁をあげてさまざまな施策を計画的に推進しています。また、男女共同参

画のさらなる推進に向けて、庁内の連携をより一層充実する必要があります。 

 

 
 
  

基本方針 

現状と課題 
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① 庁内での計画推進体制の推進 

 庁内の組織である男女共同参画行政推進連絡会議を中心に、計画の着実な推進を図るとと

もに、新たな課題への対応を検討します。 
 

事業事業事業事業 80808080    男女共同参画行政推進連絡会議男女共同参画行政推進連絡会議男女共同参画行政推進連絡会議男女共同参画行政推進連絡会議のののの運営運営運営運営    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女共同参画行政推進連絡会議の定期的開催により、計画の進捗状況を確

認し、新たな課題について的確に対応していきます。 

・区のあらゆる施策を男女平等の視点で点検するとともに、男女共同参画行

政推進連絡会議を通して問題提起していきます。 

男女共同参画課 

 
② 計画の進捗状況管理と見直し 

 計画の着実な推進に向けて、計画の進捗状況管理と見直しを行います。 

 

事業事業事業事業 81818181    男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの着実着実着実着実なななな推進推進推進推進    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女共同参画推進会議における、男女共同参画に関する基本的な事項につ

いての審議、計画実施状況の点検、施策の方向性に関する提言および、男

女共同参画行政推進連絡会議における計画の進捗状況確認等により、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づく計画の進捗状況管理と見直しを適宜行います。 

男女共同参画課 

 

取組みの方向 
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（（（（３３３３））））国国国国・・・・都都都都とととと連携連携連携連携してしてしてして、、、、男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画をををを進進進進めますめますめますめます 

 
 

 男女共同参画社会を実現するための法律や制度の整備を国や都に要望していくととも

に、国や都と事業連携することにより、区民や事業者などに対し必要な情報提供を行いま

す。 

 
 
 

● 男女共同参画を進めるための施策は多岐にわたり、区だけでは対応が困難な課題が多

くあります。 

● 男女共同参画を推進するうえでの多くの課題解決に向けて、国・都が担うべき施策等

に対し、要望を行っていくことが必要です。 

● 男女共同参画に関連する法制度等の周知については、国や都と連携し、区民や事業者

などに働きかける必要があります。 

 

 
  

基本方針 

現状と課題 



 

 
90

 
 
① 国・都への要望と連携の強化 

 計画の推進にあたり、国・都との連携を図るとともに、区からの要望等の情報発信を積極

的に行います。 

 

事業事業事業事業 82828282    国国国国・・・・東京都東京都東京都東京都へのへのへのへの要望要望要望要望とととと連連連連携携携携のののの強化強化強化強化    

内容内容内容内容    担当課担当課担当課担当課    

・男女共同参画推進施策全般にわたって細かく検討し、国や都で施策を進め

ることが適切なものについて、国・都に対し要望します 

・国や都と連携したセミナーの開催など、事業においても連携を強化します。 

男女共同参画課 

 

 
  

取組みの方向 
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